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第 6 章: 海洋エネルギー 
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要約 
 
海洋エネルギーは、長期的な炭素排出量削減のポテンシャルを秘めているが、開発が初期段階であるため 2020 年

までに短期的に大きな貢献をする可能性は低い。2009 年、追加で設置された海洋の発電容量は世界規模で 10MW
未満、2009 年末までの累積設備容量は約 300MW である。すべての海洋エネルギー技術は、潮汐発電を除き、構想

段階、研究開発（R&D）中、または商用前の試作品実証段階にある。海洋エネルギー技術の性能は、経験の積み重

ねが進み、新たな技術が品質の低い資源にアクセス可能になるにつれ、時の経過とともに着実に向上すると予想さ

れる。技術的進歩による十分な関連コストの削減で幅広い海洋エネルギー普及が可能になるが、気候変動緩和にお

ける海洋エネルギーの将来の役割を評価するうえで、最も重大な点は不確実性である。技術的ポテンシャルは海洋

エネルギー普及にとって世界規模の主な障壁にならないと予想されるものの、資源の特徴から、今後地域のコミュ

ニティーがその地域の資源状況に適した複数の使用可能な海洋技術のなかから選択する必要がある。 
 
海洋エネルギー資源の評価は予備的段階だが、理論的ポテンシャルは、現在の人間のエネルギー要件を容易に上回

る。海洋エネルギーは、海水を動力源として活用または海水の化学・熱ポテンシャルを利用する技術から生産され

る。海洋における再生可能エネルギー（RE）資源は 6 つの供給源から得られ、それぞれの起源及び変換に必要な

技術も異なる。これらは、波力発電、潮汐発電、潮流発電、海流発電、海洋温度差発電（OTEC）、塩分濃度差発

電である。海洋エネルギーは、電力供給だけでなく、飲料水の直接生産または熱エネルギーサービスのニーズへの

対応も可能であろう。海洋エネルギーの理論的ポテンシャルは 7,400EJ/年と推定されており、現在及び将来の人間

のエネルギーへのニーズを十分上回る。多様な海洋エネルギー技術のポテンシャルについては、かなり少数の評価

しか実施されておらず、こうしたポテンシャルも将来の技術開発に基づき変動する。ある評価では、2050 年の世

界規模の技術ポテンシャルを 331EJ/年とし、海洋温度差発電（300EJ/年）及び波力発電（20EJ/年）の割合が大半を

占めている。他方、別の評価では「活用可能な推定可能エネルギー源」をわずか 7EJ/年としている。海流発電及び

塩分濃度差発電の浸透圧発電など、一部の潜在的な海洋エネルギー資源は世界的に分散しているが、海洋エネルギ

ーの他の形態は補完的に分散している。海洋温度差エネルギーは基本的に、赤道周辺の熱帯（緯度 0～35°）に分散

しているが、波エネルギーは基本的に緯度 30～60°で生じる。海洋温度差、海流発電、塩分濃度差発電などの一部

の海洋エネルギー資源はベースロード発電に使用されるだろうが、その他は変動性のある発電プロフィールを持つ

ため、発電予測の可能性が異なる。利用可能な文献は限定されているが、気候変動が海洋エネルギーの技術的ポテ

ンシャルに与える影響は中程度と予測されている。 
 
海洋エネルギーシステムは開発の初期段階だが、技術実証の数を考えると、技術的進歩は急速に進むだろう。河川

の水力ダムを河口に応用して利用する潮汐エネルギーを除き、大半の海洋エネルギー技術の開発は試作段階を超え

ていない。基本コンセプトは、数世紀ではなく数十年前から分かっていたが、海洋エネルギー技術の開発が実際に

始まったのは 1970 年代であったが、1980 年代の石油危機後の期間には勢いが衰えてしまった。幅広い海洋エネル

ギー技術の研究開発は 2000 年代初めに再開され、一部の技術、具体的には波エネルギー及び海流発電エネルギー

では、本格的な試作品の導入に到っている。風力タービン発電機とは異なり、海洋エネルギー変換装置には統一的

な設計基準に収束しておらず、またエネルギー抽出の選択肢の範囲を考えると、統一的な装置設計も考えにくい。

波力発電及び海流発電では、多数の試作品が開発中であり、装置の世界的な開発も加速している。 
 
政府の政策は、海洋エネルギー技術の実施加速に貢献している。一部の国や地域の政府は、様々なイニシアチブを

通じ、海洋エネルギー開発を支援している。このなかには、装置開発者に対する研究開発及び補助金、発電に対す

る性能奨励、海洋インフラ開発、許可に関する標準、協定、及び法的介入、海域や資源の割り当てなどがある。 
 
海洋エネルギーは、長期的な炭素排出削減のポテンシャルがあり、環境への影響も低いと思われる。海洋エネルギ

ー技術は、運用時に温室効果ガスを発生させず、ライフサイクル温室効果ガス排出も低いため、排出削減に大きな

貢献を果たすポテンシャルがある。送電連系を伴う大規模の普及は、炭素を排出するエネルギー供給を置換するた

めに使用可能だが、一方、小規模な開発では、限られたコミュニティーに電力や飲料水を供給するだろう。既存の

世界のエネルギーシナリオは限定的な数しか検討されていないが、そこから示されるように、2050 年までに最大

1,943TWh/年（～7EJ/年）エネルギー供給という普及予測のもと、海洋エネルギーは、温室効果ガス排出を相殺す

ることで、長期的な気候変動の緩和を助けるポテンシャルを有している。実際の導入の増加に伴い、海洋エネルギ

ープロジェクトによる地域社会的影響及び環境的影響が評価されているが、その他の海洋産業及び洋上産業の経験

に基づき環境への貢献は推定可能である。海洋エネルギー技術の環境リスクは比較的低いと思われるが、海洋エネ

ルギー普及の初期段階では、社会的及び環境への懸念が最終的に開発をどの程度制約するかは不明確である。 
 
普及が成功すれば、コスト削減につながる。海洋エネルギー技術は初期の開発段階であるが、研究開発及び実証が

進み、導入が始まれば、技術の投資コスト及び均等化発電原価は現在の競合出来ないレベルから減少するという楽

観的な兆候がある。海洋エネルギーの大規模スケールでの開発で技術的進歩により十分な関連コストの削減が可能

になるが、気候変動緩和に将来の海洋エネルギーが役立つ評価がえられるかが最も重大な不確実性である。 
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6.1 序論 
 
本章では、海洋エネルギーがエネルギー供給全体に果たし得る潜在的な貢献と、それによって気候変動に果たす潜

在的な貢献について論じる。海洋の再生可能エネルギー源は、6 つの注目すべき供給源から得られ、それぞれ起源

及び変換に必要な技術も異なる。これらの源は以下のとおりである。  
 

・波エネルギー。海洋の表面を吹く風の運動エネルギーの置換から得られる。 
 
・潮汐（潮の満ち引き）。地球、月、太陽間の引力の相互作用から得られる。 
 
・潮流。潮汐と関連した沿岸海域の満ち引きに起因する流れから得られる。 
 
・海流。風成及び熱塩循環から得られる。 
 
・海洋温度差発電（OTEC）。海洋表層に熱として貯蔵される太陽エネルギーと通常 1,000m 以下の深層の低温

海水によって生じる温度差から得られる。 
 
・塩分濃度差（浸透膜発電）。河口の淡水と海水の間の塩分濃度差から得られる。 

 
海洋バイオマスファーム（Marine biomass farming）は海草や藻類からバイオ燃料を生産するファームであり、第 2
章で扱われる。海底の地熱エネルギーは海底海嶺の噴出孔から湧き出る熱水を指し、第 4 章で論じられる。 
 
海洋エネルギー技術は、潮汐発電を除き、構想段階、研究開発段階、または商用前の試作品実証段階にある。資源

が世界規模で分散し、大半の海洋エネルギーのエネルギー密度が比較的高いため、技術上の課題が克服可能で、そ

れによりコストが削減可能な場合、海洋エネルギーは向こう数十年でエネルギー供給と気候変動緩和に重要な役割

を果たすポテンシャルがある。このため、一部の政府により、海洋エネルギー技術の開発普及を推進し加速するた

めの幅広い取り組みが実施されている。 
 
環境及び社会的影響に関する情報は、主に海洋技術の運用経験が乏しいことから、限定的であるが、環境に対する

悪影響は比較的低いと想定している。大半の海洋エネルギー技術のコストは、現在、将来とも評価が難しいのは、

コスト想定の妥当性評価に使用可能な製造経験や導入経験が、ほとんどないためである。 
 
本章は 8 つの節で構成され、海洋エネルギーの様々な側面を提示する。様々な海洋の資源ポテンシャルについては

6.2 節で、理論的ポテンシャルと技術的ポテンシャルの双方に着目し取り上げる。海洋エネルギー技術の開発と用

途の現状は、6.3 節で対応する。市場及び産業の発展に関する議論（政府の政策を含む）は 6.4 節に、環境影響及

び社会影響は 6.5 節で扱う。最後に、技術向上、コストの傾向、及び潜在的な普及に関する予測についてはそれぞ

れ、6.6 節、6.7 節、及び 6.8 節で検討する。 
 

6.2 資源ポテンシャル 
 
それぞれの海洋エネルギー技術のポテンシャルに関する評価は、比較的少なく、こうしたポテンシャルは、将来の

技術開発に基づき異なってくる。第 1 章で示したように、海洋エネルギーの理論的ポテンシャルは 7,400EJ/年であ

り（Rogner et al., 2000）、Krewitt et al.（2009）は 2050 年の世界規模の技術的ポテンシャルを 331EJ/年とし、この

うち、海洋温度差発電（300EJ/年）及び波力発電（20EJ/年）が圧倒的な割合を占めるとした。その対極にあるのが

IPCC の AR4 で、「活用可能な推定可能エネルギー源」として、わずか 7EJ/年しか示していない（Sims et al., 2007）。
本節では、利用可能な文献が初期のものであり、また海洋エネルギーの技術的ポテンシャルでかなりの不確実性が

あることを考慮し、理論的ポテンシャル及び技術的ポテンシャル双方で特定の推定を扱う。さらに、それぞれの海

洋エネルギー源全体で本質的に相違があるため、資源ポテンシャルの評価は同様に、海洋エネルギー源ごとに論じ

る。 
 
本節ではまた、気候変動が海洋エネルギーの技術的ポテンシャルに与える潜在的影響についても論じる。簡潔に言

うと、利用可能な文献は限られているが、気候変動の影響は中程度と予想される。多数の例では、気候変数は基礎

となるエネルギー源に絶対に影響を与えない（潮汐発電、潮流発電など）が、その他の例では、世界規模の技術的

ポテンシャルの推定値に大きな影響を与える可能性はないと思われる（海洋温度差発電、波力発電、塩分濃度差発

電、海流発電など）。 
 

6.2.1 波エネルギー 
 
海洋の波エネルギーは（内部波また津波とは別物として）、風から海洋に置換されるエネルギーである。風が海洋

上で吹くと、空気と海洋の相互作用により風エネルギーの一部が水に伝わり、波を起こすが、波は、この位置エネ
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ルギー（平均水位から移動した水量において）と運動エネルギー（水粒子の動きにおいて）として形成される。波

の高さと周期は、置換エネルギー量に左右され、このエネルギー量は、風速、吹送時間、及び風が移動した海洋の

距離吹送距離の関数である。波は、エネルギーの置換では非常に効率が良く、暴風地域から海洋表面を長距離で移

動でき、これは、うねりと呼ばれる（Barber and Ursell, 1948; Lighthill, 1978）。地球で最もエネルギーの高い波は緯

度 30～60°で温帯低気圧が作り出す。波エネルギーの利用可能性は一般に季節により異なり、時間の周期も短い。

また、季節変動は一般に北半球のほうが大きい。波浪の年間変動は通常長い歴史のある合理的な世界規模のデータ

ベースを使用し、モデリングで長期的平均を使用して予測される。 
 
洋上波力の年間平均を示した世界地図（図 6.1）では、最大の波力レベルは、最も高エネルギーの風と最大の吹送

距離を持つ温帯緯度の海域の大陸西岸沖で生じることが示されている。 
 

 
 
図 6.1: 年間の洋上波エネルギーレベルの世界における分布（Cornett, 2008）。 
 
波エネルギーの理論的ポテンシャルは全体で 32,000TWh/年（115EJ/年）であり（Mørk et al., 2010）、これは 2008
年時の世界の電力供給のおよそ 2 倍にあたる（16,800TWh/年または 54EJ/年）。この数値は、地理的、技術的考察

または経済的考察に拘束されて無い値である。国または地域の沿岸における年間波エネルギー発生の地域的分散は、

理論上の波エネルギーP の値が 5kW/m 以上で緯度が 66.5°以下の地域で得られている（表 6.1）。表 6.1 に示された

波エネルギーの理論的ポテンシャル（29,500TWh/年または 106EJ/年）は、上記の波エネルギーの理論的ポテンシャ

ル全体から 8%減少しているが（5kW/m 未満の地域は除外）、それでも理論的ポテンシャルの推定値と見なされる

べきである。波エネルギーの技術的ポテンシャルは、この数値を大幅に下回り波力発電装置の技術的開発の影響を

受ける。Sims et al.（2007）は、洋上の波力発電装置の効率が 40%で、これらの装置が波浪 30kW/m を超える海岸

線近くに設置されるとの想定で、波力発電の世界規模の技術的ポテンシャルを 500GW と推定している。一方、

Krewitt et al.（2009）は、波エネルギーのポテンシャルを 20EJ/年と報告している。 
 
気候変動による風のパターンの潜在的な変化は、長期的な波浪分布に影響を与える可能性が高いが（Harrison and 
Wallace, 2005; MCCIP, 2008）、波力発電装置を必要に応じて数十年かけて再配置出来ることから、これらの変化に

よる影響は中程度にすぎない可能性が高い。 

平均波力
kW/m 
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表 6.1: 地域別の波力発電の理論的ポテンシャル（Mørk et al., 2010）。 
 

地域 波エネルギー 
TWh/年（EJ/年） 

西ヨーロッパ及び北ヨーロッパ 2,800 (10.1) 

地中海及びアトランティック群島（アゾレス諸島、カーボベルデ、

カナリー諸島） 
1,300 (4.7) 

北アメリカ及びグリーンランド 4,000 (14.4) 

中央アメリカ 1,500 (5.4) 

南アメリカ 4,600 (16.6) 

アフリカ 3,500 (12.6) 

アジア 6,200 (22.3) 

オーストラリア、ニュージーランド、及び太平洋諸島 5,600 (20.2) 

合計 29,500 (106.2) 
 
注: 波エネルギーに関して理論的に世界全体の規模のポテンシャルを、Mørk et al.（2010）が示した結果は、他の研究と一致している

（Cornett, 2008）。波エネルギーの地域のポテンシャルを示した研究理論で、表 6.1 のデータ検証に使用可能なものは、これ以外にな

い。 

 
様々な計測装置が波力の測定に使用されている。 
 

・水深 20m 超では、測定用の波浪ブイが使用される（Allender et al., 1989 参照）。浅水域では、海底設置の（水

圧と音響の）プローブが使用される。容量式や抵抗式プローブまたは下方に電波を発する赤外線装置とレー

ザー装置は、洋上の構造物（石油やガスのプラットフォームなど）が使用可能な場合に使用される。 
 
・衛星を使用した測定も、有義波高と周期を測定する高度計により、1991 年から定期的に行われている。この

方法では、波浪ブイと同程度の精度が得られる（Pontes and Bruck, 2008）。衛星データの主な短所は、測定ご

との間隔が長い点（数日）、隣接トラック間の対応距離も長い点（赤道沿いで 0.8～2.8°）である。 
 
・数値波浪モデルの結果は現在、特に平均的な波浪の場合、非常に正確である。こうしたモデルでは、大気モ

デルによる風況を入力として、洋上波の方向スペクトルを計算する。これらは、波の情報としては、圧倒的

に大きな情報源である。 
 
様々な種類の波の情報は補完し合っており、最良の結果を得るために併用されるべきである。波データ源、地図、

及びデータベースを検討する際は、Pontes and Candelária（2009）を参照。 
 

6.2.2 潮汐 
 
潮汐は、海面高さの定期的で予測可能な変動で、地球、月、太陽の引力と回転力、遠心力と慣性力が相まって引き

起こされる。多くの沿岸地域では 1 日におおよそ 2 回の干満があるが（「半日周潮」という）、一部の場所では 1
日 1 回しかない（日周潮）。24 時間 50 分の大陰日は支配的な要素であるため、満潮と干潮のタイミングが毎日前

倒しになっていく。日周期と半日周期の潮汐も、地球の様々な場所で様々な時刻に起きる。 
 
1 年を通じて、潮汐の大きさは地球、月、太陽のそれぞれの位置により異なる。大潮（最大潮汐）は、太陽、月、

地球が一直線になる場合（満月と新月時）に起きる。小潮（最小潮汐）は、地球と月の軸の引力が地球と太陽の軸

と 90 度になる場合に起きる。大潮と小潮の周期は、月が地球を回る公転周期（29.5 日）の軌道に牽引され、世界

で同じ時刻になる。潮位も長期的には変動するが、その規模は、日周期、半日周期、及び大潮と小潮の周期に比べ

て非常に小さい（Sinden, 2007）。 
 
潮汐のタイミングと規模は地球上の場所により異なり、海底地形、海岸線の形状、及びコリオリの加速度によって

も変化する。潮汐特性で、潮汐差がほぼゼロになる地点（無潮点）がある（図 6.2）。しかしながら、これらの地

点であっても、無潮点の両側の水面が様々なレベルで存在するため、潮汐は一般に高速の流量を作り出す。これは

コリオリの効果及び海盆、大洋と湾内の干渉によるもので、無潮点の周囲を回転する潮汐波のパターンを形成する

（無潮系）。潮汐現象の詳細については、Pugh（1987）を参照。 
 
潮汐周期が河口や湾の自然の固有周期と共振することから、潮位の増大につながる。結果として、最大の潮位が可

能な場所は共振する河口であり、たとえば、カナダのファンデー湾（17m の潮位）、イギリスのセバン河口（15m）、

及びフランスのベドゥ・モン・サン・ミシェル（13.5m）などである（Kerr, 2007）。その他の場所（地中海など）

では、潮位は 1m 以下である（Shaw, 1997; Usachev, 2008）。 
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潮汐は何世紀先であっても高い精度で予測でき、取得電力は変動するものの、気候変動による資源リスクはまった

くない。世界規模の潮汐発電の理論的ポテンシャルは、（潮汐と潮流を加算した場合）3TW の範囲であり、1TW
は比較的浅海域に存在するが（Charlier and Justus, 1993）、Sims et al.（2007）及び Krewitt et al.（2009）は、理論的

ポテンシャルのごく一部しか活用出来ない可能性が高いと指摘している。 
 

 
 
図 6.2: M2 潮位差の世界地図（NASA, 2006）。 
 
注: M2 は（半日周期）最大の分潮で、その大きさは潮位差全体の約 60%を占める。白い線は等潮位線であり、この線上の同じ場所で潮

の干満が起き、位相差は 30°（1 時間超）である。無潮点は濃い青の部分で示され、等潮位線に対応している。潮汐は無潮点の周囲を回

転する。無潮点では、干満が全く無いかほぼ無い状態であるが、強力な潮流が発生する。 

 

6.2.3 潮流 
 
潮流は潮汐に応じた海水質量の流れである（6.2.2 節参照）。潮流は水の水平方向の動きにより起こり、海底の地

形、特に沿岸部やその他の狭窄部（島など）により変化する。潮流は潮汐の干満により起きる。これらの流れは短

期的な天候の変動の影響を若干受ける可能性があるが、そのタイミングと規模はかなり予測可能であり、概して気

候変動の影響を受けにくい。 
 
潮流エネルギー源のポテンシャルの評価方法は多数あり議論されてきている（Hagerman et al., 2006; Mackay, 2008）。
広く使用されているエネルギーフラックス法（energy flux method）では、海流の潜在的なパワーは流速の 3 乗に比

例する。したがって、潮流のパワー密度（W/m2）は、流速が少し早くなれば、大幅に高まる。本土と離島の間の

海峡や河口内などで生じる海浜流の場合、流速は潮汐との関連で系統的に予想どおりに変化する。しかしながら、

海峡の特殊な例では、資源全体の計算にはさらに制限が加わる（Garrett and Cummins, 2005, 2008; Karsten et al., 2008; 
Sutherland et al., 2008）。 
 
波エネルギーと潮流の資源ポテンシャルを示した地図は、イギリス版が作成されている（UK Department of Trade 
and Industry, 2004）。 同様の資源推定値は、EU（CEC, 1996; Carbon Trust, 2004）、カナダ（Cornett, 2006）、中国

（CEC, 1998）のものが公表されている。 
 
ヨーロッパでは、イギリス、アイルランド、ギリシャ、フランス、及びイタリアが潮流発電のエネルギー資源のポ

テンシャルに特に関心を示している。106 か所を超える有望な場所が特定されている。この大半はイギリス国内に

ある（CEC, 1996）。これらの場所の技術的ポテンシャルの推定値は、現代の最先端技術を使用した結果、48TWh/
年（0.17EJ/年）とされている（CEC, 1996）。中国は、約 14GW の潮流発電が使用可能と推定している（Wang and Lu, 
2009）。韓国、カナダ、日本、フィリピン、ニュージーランド、及び南アメリカでも、商用上魅力的な場所が特定

されている。 
 

6.2.4 海流 
 
沿岸の潮汐に加え、外洋にも大きな海流が存在する。これらの海流は連続的に同一方向に流れ、変動性は少ない。

海洋の大規模な循環は、特定の地域に集中している。特に、風成循環に関連する西岸境界流である。これらの海流

の一部には、現代の技術を呼び起こすだけの十分な流速（2m/秒以下）がある（Leaman et al., 1987）。たとえば、

南アフリカ沖のアガラス・モザンビーク海流、東アジアの黒潮、東オーストラリア海流、北アメリカ東部のメキシ

コ湾流などが、これに該当する（図 6.3）。その他の海流でも、タービンシステムが改善されると、開発のポテン
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シャルが生じるだろう。 
 

 
 
図 6.3: 表層海流。暖流は赤、寒流は青で表示。 
 
メキシコ湾流系のフロリダ海流については、発電ポテンシャルは数十年前に確認されていた。「MacArthur 
Workshop」では、フロリダ海流は25GWの技術的ポテンシャルを有するとの結論を出した（Stewart, 1974; Raye, 2001）。
フロリダ海流は沖合 15～30km の表面近くに中核となる海域があり、北大西洋亜熱帯環流の一部として年間を通じ

て強力に流れている（Niiler and Richardson, 1973; Johns et al., 1999）。 
 

6.2.5 海洋温度差発電 
 
海洋へ注ぐ太陽エネルギー全体の約 15%は熱エネルギーとして保持される。吸収は最上層に集中し、海水の熱伝導

性が低いことから、深度とともに指数関数的に減少する。熱帯の緯度では、海面の温度が 25°C を超え、一方、海

面下 1km の温度は 5～10°C である（Charlier and Justus, 1993）。 
 
海洋温度差発電プラントの運用には、最低でも 20°C の温度差が必要と考えられている。アフリカとインド双方の

沿岸、アメリカ大陸の熱帯性の西岸と南東岸、及びカリブ海や太平洋の多くの島々では、その海面の温度は 25～
30°C であり、750～1,000m の深さでは 4～7°C に低下する。海洋温度差の資源地図には、表層水と深さ 1,000m の海

水の年間の平均温度差が示され、温度差が潜在的に 20°C を超える熱帯域が広く存在することが分かる（図 6.4）。

太平洋及びカリブ海の国々の多くは、自国の沿岸近くに海洋温度差発電プラントを開発出来るだろう（UN, 1984）。
気候変動については、海洋温度差発電の世界規模の技術ポテンシャルに有意性を与えることはないように思われる。 
 
海洋エネルギー源のなかでも、海洋温度差発電は継続的に使用可能な再生可能エネルギー源の 1 つであり、波エネ

ルギーや潮流エネルギーに比べてエネルギー密度は非常に低いが、ベースロードの電力供給に貢献出来るだろう

（夏季から冬季にかけては若干変動がある）。 
 
海洋温度差発電の資源ポテンシャルは、その他の海洋エネルギーに比べ、かなり大きいと考えられている（World 
Energy Council, 2000）。また、2 つの回帰線の間で幅広く分布している。世界全体の理論的ポテンシャルで楽観的

な推定値は 30,000～90,000TWh/年（108～324EJ/年）である（Charlier and Justus, 1993）。より最近では、Nihous（2007）
が、約 44,000TWh/年（159EJ/年）の定常的なパワーが得られると計算している。海洋の温度構造に影響がない場合、

最大 88,000TWh/年（318EJ/年）のパワーが可能と見込まれる（Pelc and Fujita, 2002）。 
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海洋データ表示 

 
 
図 6.4: 世界における水深 20 と 1,000m 間の平均温度差（°C）（Nihous, 2010）。 
 

6.2.6 塩分濃度差発電 
 
淡水と海水が混合すると、エネルギーが熱として放出される。この 2 つの水資源間の化学ポテンシャルを半透過性

の膜を利用すると、このエネルギーを熱ではなく圧力として回収でき、その後に有効なエネルギー形態に変換可能

である。 
 
海洋に流入する淡水河川は世界的に分布しているため、浸透圧から発電可能で、十分な淡水の供給がある場所であ

れば、どの地域でも発電や使用が可能だろう。最も適切な場所は河口であり、淡水と海水が大量に接するポテンシ

ャルのためである。 
近年、発電の技術的ポテンシャルは 1,650TWh/年（6EJ/年）と計算された（Scråmestø . et al., 2009）。塩分濃度差は、

コスト効率の良い技術が開発可能であれば、潜在的にベースロードの発電が可能だろう。 
 

6.3 技術及び用途 
 

6.3.1 序論 
 
現在の海洋エネルギー技術の開発状況は、構想段階及び基礎研究開発段階から試作段階、実証段階まで様々である

が、成熟していると考えられるのは潮汐発電技術のみである。現在、各海洋エネルギー源には多くの技術オプショ

ンがあるが、潮汐発電を除き、技術は収斂していない。過去 40 年間にわたって、その他の海洋産業（主に海底石

油・ガス）は、材料、建造、防食、海底ケーブル、及び通信において大きく進歩してきた。海洋エネルギーは、こ

れらの進歩から直接的に恩恵を受けると期待される。 
 
競争力のある海洋エネルギー技術はこの 10 年で出現するだろうが、それは大幅な技術向上が達成された場合に限

られる。海洋エネルギー技術は、発電と飲料水生産の双方に適しており、海洋温度差発電も熱エネルギーのサービ

ス提供（空調用の海水冷却など）に使用可能である。総括は Krishna（2009）で示されている。 
 

6.3.2 波力発電 
 
波のエネルギーを利用可能なエネルギーの形に変換するため、多種類の動作原理を持つ波力発電技術が考案されて

おり、それらは多くの場合実証されている。主な動作原理としては、運動と波の相互作用（上下揺れ、前後揺れ、

縦揺れ）によるものに加え、水深（深部、中部、浅部）及び陸からの距離（海岸線、沿岸、洋上）がある。浮体装

置を効率的に運用するには、大きな動きが必要であり、これは共振かラッチにより実現出来る。つまり、位置エネ

ルギーが蓄積されるまで、稼動浮体部の固定や開放を行う。 
 
海洋の波力発電装置の特徴である一般的なスキームは、一次、二次、及び三次の変換過程で構成される（Khan et al., 
2009）。一次変換のサブシステムは流体メカニズムのプロセスであり、次の過程に機械力を供給する。二次変換の

サブシステムには、発電機を運転する前にパワー系統を容易にするよう、直接駆動または短期の貯蔵を組み込む。

三次変換では、電気機械プロセスと電力プロセスを活用する。 
 
近年のレビューでは、様々な開発段階にある波力発電装置が 50 以上示されている（Falcão, 2009; Khan and Bhuyan, 
2009; US DOE, 2010）。波力装置の寸法の制約は、実際は完全には調査されていない。波の伝搬方向における波力
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装置の寸法は一般に、その場所の波浪スペクトル密度に現れる主要な波長以下の長さに限定される。実用規模の波

エネルギー発電装置には、大型装置ではなく配列した複数設置が必要であり、装置は風力タービン発電機と同様、

海域に特有な条件で選択される可能性が高い。 
 
波力発電システムの分類には、いくつかの方式が提案されている（Falcão, 2009; Khan and Bhuyan, 2009; US DOE, 
2010 など）。Falcão（2009）（図 6.5）の提案する分類方式は主に、動作原理に基づく。左側は型式、中央が場所、

右側は小節で概要を示す動作モードである。電気ポリマーやバルジ加工チューブ（bulging tube）を新たに使用した

試作装置が少数あるが、この分類体系からは除かれている。 
 

 
 
図 6.5: 波力発電技術: 動作原理に基づく分類（Falcão, 2009）。 
 
6.3.2.1 振動水柱型 
 
振動水柱型（OWC）は、波を空気室で様々な圧力レベルの空気流を作り出す波力変換器である（Falcão et al., 2000; 
Falcão, 2009）。高速で排出される空気の流れは発電機と連結された空気タービンで運動エネルギーが電力に変換さ

れる（図 6.6a）。波が下がると、空気が逆流して空気室を満たし、この時もエネルギーを生み出すシステムである

（図 6.6b）。空気タービンは、流れの方向に関係なく同じ方向に回転する、その様なタービン設計または変動ピッ

チ対応のタービン翼が用いられる。振動水柱型装置は、破波帯の上に固定構造物を作ることが可能であり（崖設置

または防波堤の一部）、沿岸では海底設置型、深い海域では係留浮遊システムも可能である。 
 
6.3.2.2 振動物体型システム 
 
振動物体型（OB）波エネルギー変換装置は、入射波を使用し、2 つの浮体の間で振動運動を引き出し、そして、こ

れらの運動は出力取り出しシステムの稼動に使用される（Falcão, 2009）。振動物体型は、海面の装置として設置可

能であり、また、あまり事例はないが、完全に海中に没水させて使用することも出来る。一般には、軸対称の海面

浮体装置（ブイ）で浮力を使用し上下運動を導き、一方二次浮体は、係留固定し、その間の相対運動を導く（図

6.6c）。これらの装置は、無指向性であるため、一般的に「ポイントアブソーバー」と呼ばれる。別の種類の海面

浮体装置では、円柱の浮体間を上下動を許す関節で接合して使用する。波は、動力取り出し装置の抵抗を受ける浮

体間の関節部の運動から導かれる。一部の振動物体型装置は完全に水没した形で使用され、この場合は波エネルギ

ーを吸収する振動水圧に依存する。最後に、ヒンジ型の装置があり、この装置は、比較的沿岸近くの海底に設置さ

れ、押し寄せる波の水平エネルギーを装置の前後動で受け止める。 
 
6.3.2.3 越波型装置 
 
越波型装置は、押し寄せてくる波を平均水面上の貯水槽に集め、波エネルギーを位置エネルギーに変換するターミ

ネーター型波力装置である（Falcão, 2009）。貯水槽は、従来の低落差水力タービンを通じて下方に排水される。こ

れらのシステムは、洋上の浮体装置も可能であるし、海岸線や人工の防波堤に組み込むことも可能である（図 6.6d）。 
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図 6.6: 波力変換装置とその動作: （a, b）振動水柱型装置、（c）振動物体型装置、（d）越波型装置（国立再生産

可能エネルギー研究所（NREL）による描写）。 
 
6.3.2.4 動力取り出しシステム 
 
動力取り出しシステムは、波力装置が生み出した運動エネルギー、空気流、または水流を有効な形態（通常は電力）

に変換するために使用される。適用される技術により、異なる選択肢が多数存在する。これらは Khan and Bhuyan
（2009）により十分に説明されている。実際の波変動は、これに対応して電力変動を生み出すため、単一の装置で

は電力の特性は低いと言える。実験で短時間のエネルギー貯蔵（数秒の間）の装置では、エネルギーを届けるには

平滑にする必要性が示された。複数の装置による累積電力は、単一の装置によるものに比べ平滑になるため、装置

の連携した配列が普及する可能性が高い。大半の振動物体型装置は、共振を使用して最適なエネルギー吸収を行う

が、これには、構造装置の配列、質量、または装置寸法が波周期に連動していなければならない。最大出力は、最

新の制御システムでのみ抽出出来る。 
 

6.3.3 潮汐発電 
 
潮汐発電の開発は通常、河口の開発を基に行われる。河口を堰き止め、その奥に単一の貯水槽（池）を形成し、従

来の低落差水力タービンを設置する。別の堰の構成が提案され、これは複数の貯水池の運用である。各貯水池間に

タービンが設置され、貯水池は時間により貯水と排水を繰り返される。複数貯水池のスキームでは、通常のスキー

ムに比べ、ほぼ継続的に発電が可能になるなど、発電はより柔軟に使用可能になるだろう。 
 
直近で見られる進歩は、河口から離れた洋上の（単一または複数）貯水池であり、「潮汐ラグーン」と呼ばれる。
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容量と出力の点では柔軟性が高まり、繊細な河口の環境にもほぼ影響を与えないか、まったく影響を与えない。 
 
この技術では商用可能なシステムが使用され、潮汐発電で最も広く使用される変換メカニズムはバルブタービンで

ある（Bosc, 1997）。北フランスの La Rance にある発電プラント（240MW）では、双方向（引き潮と満ち潮）で発

電可能なバルブタービンが使用され、高潮時にヘッドの低い貯水池の貯水量を増やすため、ポンプとして働かせる

機能を備えている（Andre, 1976; De Laleu, 2009）。韓国の始華発電所（254MW）は竣工間近であり、満ち潮のみの

単一モードで 25.4 の MW バルブタービン 10 基を使用する（Paik, 2008）。 
非常に緩やかに傾斜する海岸線など、有利な条件を備える一部の場所が潮汐発電プラントによく適している。イン

グランド南西とサウスウェールズの間に位置するセバン河口などが、これに該当する。現在の実現可能性調査では、

堰や潮汐ラグーンなどの選択肢が盛り込まれている。従来の潮汐発電所は、干満の一部しか発電に使用しない。こ

の結果、潮汐発電所の平均設備利用率の推定値は、25～35%とばらついているが（Charlier, 2003）、一方で、ETSAP
（2010b）は設備利用率の範囲を 22.5～28.5%と報告している。 
 

6.3.4 潮流発電及び海流発電 
 
潮流、河川流、及び海流から運動エネルギーを抽出する技術は開発中であり、これまでのところは潮流エネルギー

の変換装置が最も普及している。河川流発電装置（river current device）は第 5 章で説明した。潮流発電タービンと

河川流発電タービンや海流発電タービンの基本的な相違点は、河川流と海流の流れは一方向であるのに対し、潮流

は干満のサイクルの関係で逆の流れが生じる点である。このため、潮流発電タービンは双方向で発電出来るように

設計されている。 
 
潮流発電と海流発電のエネルギーシステムを分類したスキームが、複数提案されている（Khan et al., 2009; US DOE, 
2010）。通常は、動作原理に基づき、軸流タービン、クロスフロー・タービン、及び往復運動機器などに分類され

る（Bernitsas et al., 2006, 図 6.7 参照）。一部の装置は、一台の装置に複数のタービンが備わている（図 6.8a）。軸

流タービン（図 6.8 a）は水平軸に関して動作し、クロスフロー・タービンは、流れを増進させるシュラウド（カウ

リングやダクト）の有無を問わず、垂直軸（図 6.8 b, c）または水平軸に関して動作するだろう。 
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図 6.7: 現在の潮流エネルギー技術と海流エネルギー技術の分類（動作原理）。 
 
水流エネルギー変換システムの多くは、風力タービン発電機と類似している。しかしながら、海洋タービンの設計

者は、往復流、キャビテーション、及び海面下の厳しい条件（海水による腐食、海洋瓦礫、付着など）も考慮しな

ければならない。軸流タービンは逆流に対応可能でなければならないが、クロスフロー・タービンは流れの方向に

関係なく動作を続ける。軸流タービンは、干満に対応して約 180°のナセル方向に逆転するか、そうでなければ、ナ

セルを固定してもローターブレードは双方向の流れに対応させる。ローターのシュラウド（カウリングまたはダク

トとも言う）は、ローターを通じて流速を早め、先端損失を低下させることで、流体力学的性能を強化する。経済

的便益を実現するには、エネルギーを追加回収し、装置の耐用年数でシュラウドのコストを相殺しなければならな

い。 
 

 
 
図 6.8: 潮流エネルギー変換器とその動作:（a）双子タービン水平軸装置、（b）クロスフロー装置、（c）垂直軸

装置（NREL 設計）。 
 
往復運動装置（図なし）は一般に、渦の剥離、又はパッシブ及びアクティブなフラッターシステム（通常は水中翼）、

一般的な水中翼（潮流帆かけなど）といった基本的な流体現象に基づく。これらは、水流と直角方向の機械的振動

を誘発する。 
 
これらの装置の大半は開発の構想段階にあるが、2 つの振動装置の試作品がイギリスの外洋で実験中である

（Engineering Business, 2003; TSB, 2010）。 
 
潮流資源の開発には、風力発電ファームと同様に複数の機械を使用する必要がある。このためタービンの立地は、

特に装置後方の渦が重要である（Peyrard et al., 2006）。 
 
外洋のエネルギーを回収する海流システムには、潮流と同一の基本技術が必要になる可能性が高いが、関連するイ

ンフラの一部は異なる。深海域の用途の場合、中性浮力のタービン/発電機のモジュールと係留索、さらに係留装

置は代替可能な海底固定構造物と組み合わせる場合がある。もう 1 つの方法として、他の洋上浮体構造物（洋上の

プラットフォームなど）に固定も可能である（VanZwieten et al., 2005）。これらのモジュールにも流体力学的な揚

力設計がなされ、最適かつ柔軟な垂直位置を維持することが出来る（Venezia and Holt, 1995; Raye, 2001; VanZwieten 
et al., 2005）。さらに、外洋の海流発電では、水路の制約がないため、ローターの規模の制約はない。このため、

海流発電システムには大規模なローターが装備されるだろう。 
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6.3.5 海洋温度差発電 
 
海洋温度差発電（OTEC）プラントには、オープン、クローズド、及びハイブリッドの 3 つの変換スキームがある

（Charlier and Justus, 1993）。オープンサイクルでは、温かい表層海水の約 0.5%を真空室でフラッシュ蒸発させる。

この蒸気がサイクルの作動流体であり、冷たい深海水による凝縮前に発電タービンを経由する。脱塩水は、適切な

サイクル稼動による付加的な製品として取得出来る。 
 
クローズドサイクルは、より効率的な熱的性能があり、海洋の表層から温かい海水を汲み上げ熱交換器を通じて、

二次作動流体（アンモニア、プロパン、またはクロロフルオロカーボン（CFC）など）を気化させ、この、高圧の

蒸気がタービンを稼動する。蒸気はその後、海水で冷却され、液体に戻る。クローズドサイクルのタービンは、オ

ープンサイクルのタービンに比べ、二次作動流体がより高圧で作動するため小型になる。 
 
ハイブリッドサイクルは、オープンサイクルとクローズドサイクルの両方を使用する。アンモニアまたは別の作動

流体を使用し、クローズドランキンサイクル用の熱源として利用し淡水がフラッシュ蒸発され、蒸気を作りだす。 
 
海洋温度差発電技術の試験は行われてきたが、真空状態の維持、熱交換機の生物付着、及び腐食などの問題に遭遇

している。ただし、水素、リチウム、その他の希少元素など、多数の潜在的な副産物を取りだせるため、この技術

の経済的な実行可能性は向上している。 
 
海洋温度差エネルギーは、海水による空調にも使用可能なため、熱エネルギーのサービスを提供出来る（Nihous, 
2009）。 
 

6.3.6 塩分濃度差発電 
 
河川が塩分のある海に流入する場所などで淡水と海水が混じり合うと、エネルギーが放出され、局所的に水温がご

くわずかに上昇する（Scråmestø. et al., 2009）。コンセプトのなかでも、逆電気透析（RED）及び浸透圧発電（PRO）

は、この熱を電力に変換するものとして特定されている。このエネルギー変換形態は浸透発電と呼ばれることも多

く、2009 年には、初の 5kW の浸透圧発電のパイロット発電プラントがノルウェーで稼動した。 
 
6.3.6.1 逆電気透析 
 
逆電気透析（RED）プロセスは、2 つの溶液の化学ポテンシャルにおける差を動力源とする概念である。濃縮塩溶

液と淡水は、陰イオン交換膜と陽イオン交換膜を交互に配置し、その中を通して接触する（AEM 及び CEM)（図

6.9）。化学ポテンシャルの相違が、各膜全体で電圧を発生させる。このシステムの全体的なポテンシャルは、ポ

テンシャルの相違と膜合計の総計である。このコンセプト試験用の初の試作品がオランダで建設中である（van den 
Ende and Groeman, 2007）。 
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図 6.9: 逆電気透析（RED）システム（van den Ende and Groeman, 2007）。 
注: CEM＝陽イオン交換膜、AEM＝陰イオン交換膜、Na＝ナトリウム、CI＝塩素、Fe＝鉄 

 
6.3.6.2 浸透圧発電 
 
浸透圧発電（PRO）は浸透発電とも呼ばれ、化学ポテンシャルを圧力として活用するプロセスであり（図 6.10）、

1970 年代に初めて提案された（Loeb and Norman, 1975）。 
 

 
 
図 6.10: 浸透圧発電（PRO）プロセス（Scråmestø. et al., 2009）。 
 
 
浸透圧発電プロセスは、2 つの液体間（海水と淡水など）の塩分濃度差で自然に生じる浸透圧を活用する。海水と

淡水は、混ざり合おうとする強い傾向がある。これは、液体間の圧力相違が浸透圧差に比べ小さい間は生じる。海

水と淡水の場合、浸透圧差は海水の塩分によるが、2.4～2.6MPa（24～26 バール）の範囲である。 
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海水は、浸透圧発電の膜モジュールに入る前、浸透圧の半分程度の約 1.2～1.3MPa（12～13 バール）に加圧される。

膜モジュールでは、淡水は膜を通じて加圧された海水に移動する。その結果生じた希釈水はその後、2 つの流れに

分かれる（Scråmestø. et al., 2009）。3 分の 1 は（膜を経由する淡水量にほぼ応じて）水力タービンで発電に使用さ

れ、残りは入って来る海水の加圧のために圧力交換機に入れられる。希釈水は、この 2 つの溶液が最終的に混じり

合う場合、河川または海水に戻すことが出来る。 
 

6.4 市場及び産業の発達の世界的・地域的状態 
 

6.4.1 序論 
 
波・潮汐発電技術の研究開発プロジェクトは、過去 20 年間で急増し、中には現在本格的な商業化前の試作段階に

入っているものもある。現在、唯一の利用可能な実用規模かつ運用可能な海洋エネルギー技術は潮汐発電である。

その最も良い例は、1966 年に竣工したフランス北西部の 240MW のランス潮汐発電所である。254MW の始華発電

所（韓国）は、2011 年に運用を開始する予定である。海洋温度差発電、塩分濃度差、海流を含むその他の海洋エ

ネルギー源を開発する技術は、まだ構想、研究開発、あるいは初期試作段階である。現在、100 を超える様々な海

洋エネルギー技術が 30 以上の国で開発中である（Khan and Bhuyan, 2009）。 
 
6.4.1.1 市場 
 
海洋エネルギー技術はすべて、潮汐発電を除き、構想段階、研究開発中、または商用前の試作品実証段階にある。

結果として、海洋エネルギー技術の商業市場は現時点では事実上存在しない。 
 
一部の政府は様々な取り組みやインセンティブを使用し、海洋エネルギー技術の実施を推進、加速している。これ

らは 6.4.7 節で取り上げる。海洋エネルギー技術とそれによる電力の市場展開を主導するのは、大西洋北東部の沿

岸諸国である。クリーン開発メカニズム（CDM）や共同実施（JI）などの財政的メカニズムにより、開発途上国の

政府は、海洋エネルギー開発に対しさらに外部から確実な資金調達が可能になる。韓国の始華発電所プロジェクト

も、一部はクリーン開発メカニズム（CDM）の資金提供を受けている（UNFCCC, 2005）。 
 
加圧水または飲料水を生産する海洋エネルギー技術が開発中であり、電力と同様、あるいは電力の代わりに、水市

場で競合可能になるだろう。 
 
6.4.1.2 産業開発 
 
海洋エネルギー産業が現在の研究開発段階から移行するなか、電気工学、海洋工学、海洋工事などの既存産業の能

力と専門家が取り込まれ、業界のサプライチェーンの急速な成長が後押しする。海洋エネルギー産業は現在、多数

のベンチャー企業が金融部門からの限られた投資を受けながら支えている。装置開発に対する大規模な公共投資も

過去 10 年で普通に行われるようになり、一部の政府は他の産業からの技術と知見の移転による便益を認識してい

る。 
 
海洋エネルギーには独特な特徴があるため、国家的な海洋エネルギー試験センターの国際ネットワークができた。

このなかには、スコットランドの欧州海洋エネルギーセンターEuropean Marine Energy Centre1（EMEC）も含まれる。

EMEC は、世界で増加する試験センターのなかでも初めて設立されたセンターである。装置開発者はこれらの場を

活用して、既存のインフラ、特に海底ケーブル、電力購買契約、及び許可を得て、自己の試作品の試験コストを削

減出来る。これらのセンターは、装置開発者が装置試作品の試験コストを効率的に分担出来るようにし、幅広い波

力発電技術と潮流発電技術の開発を加速させている。 
 
産業開発のロードマップとサプライチェーンの研究は、スコットランド、イギリス、及びニュージーランドを対象

に行われている（AWATEA, 2008; Mueller and Jeffrey, 2008; MEG, 2009）。ロードマップについては、アメリカ

（Thresher, 2010）及びアイルランド（SEAI, 2010）が作成を終了し、カナダが作成を開始している。同様のロード

マップは EU 諸国（EOEA, 2010）及びヨーロッパの海洋エネルギー科学研究（ESF MB, 2010）を対象に作成されて

いる。これらの国々では、産業または地域の開発イニシアチブとしての海洋エネルギーの市場ポテンシャルを評価

しはじめている。産業集積開発を支援する地域は、拡張性のある電力開発を主導し、魅力的な産業集積を模索する。 
 
世界及び地域の一連の取り組みは現在、海洋エネルギー市場と産業の共同開発のために存在する。これらは、国際

ネットワークの開発、情報の流れ、障壁の除去、及び海洋エネルギー取り込みを加速させる努力を支援している。

現在活発なイニシチアブは以下のとおりである。 
 

                                                        
1 センターの詳細については、www.emec.org.uk 参照。 
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・IEA の Ocean Energy Systems Implementing Agreement2。このイニシアチブで、開発途上国の加盟国は地域の海

洋エネルギー資源活用のための知識移転の機会を探すことが可能である。 
 
・Equitable Testing and Evaluation of Marine Energy Extraction Devices（EquiMar）。EU が資金拠出するイニシア

チブで、波エネルギー変換装置及び潮流エネルギー変換装置の評価議定書の提供を目的とする3。 
 
・Wave Energy PLanning And Marketing（WavePLAM）プロジェクト。ヨーロッパの産業イニシアチブで、波エ

ネルギーの技術的以外の障壁に対応する4。 
 

6.4.2 波力発電 
 
波力発電技術は、1974 年の第一次石油危機後に開発が始まった。多くの様々な種類の変換装置がこれまで提案、

試験されているが、依然として商用前の段階である。近年、政府と開発事業者は、海洋力発電装置の構造開発の指

導にあたり、技術成熟度（Technology Readiness Levels）を使用し始めている（Holmes and Nielsen, 2010）。洋上で

最初の試作品試験前に（1:4～1:10 のスケール）、研究所の試験タンク施設で小規模な装置試験を行うのが（1:15
～1:50 のスケール）通常である。商用前の試験は、半分または実規模で行われる。現在、実規模での建設、試験が

行われているのは、ごくわずかの装置のみである。個々のモジュールと小規模な配列に関しては、商用前の試験が

近年開始され、この 10 年で加速が見込まれる。開発の初期段階を考えると、波力発電のコストは比較的高いが、

コスト削減の大幅なポテンシャルはある。Marine Energy Accelerator（Callaghan, 2006）などのプログラムや市場を

先導するための奨励の目的は、コスト削減の経験を加速させ、将来的に波力発電が商用上競合出来るよう模索する

ことにある。 
 
沿岸固定式の振動水柱装置は 1999 年からポルトガルで運用され（Falcão et al., 2000; Aqua-RET, 2008）、少し類似

した装置（Voith Hydro Wavegen の LIMPET）5が 2000 年からスコットランドのアイラ島でほぼ継続的に運用されて

いる。2 つの沿岸固定の振動水柱装置の試験が、2006 年からはオーストラリア（Energetech や Oceanlinx）6とアイ

ルランド（OE Buoy）7で、試作規模で行われている（Denniss, 2005）。振動水柱装置は 1990～2005 年の間、イン

ド南岸沖で運用されて発電モジュールに関する複数の実験が実施され、波力による脱塩が実証された（Ravindran et 
al., 1997; Sharmila et al., 2004）。 
 
開発された振動物体装置のうち最も成熟したものは、750kW の Pelamis Wavepower8アテニュエータ装置（エネルギ

ーを前から順に吸収するタイプ）である。これは、スコットランドで試験が行われ、ポルトガルで導入されている。

ポルトガルの装置は、商用実証プロジェクトの一環として売却された。商用間近のその他の水柱振動物体技術とし

ては、オーシャンパワー・テクノロジー社の PowerBuoy9がある。これは小型（40～250kW）の垂直軸を備えた装

置で、ハワイ、ニュージャージー、スペイン北岸で展開されている。開発中のその他の振動物体技術には、アイル

ランドの Wavebob 装置10、WET-NZ 装置11、ブラジルの Hyperbaric 装置などがある（Estefen et al., 2010）。 
 
オランダでは、越波型装置 2 機が試作規模で建設され、洋上で展開されている（Wave Dragon12及び WavePlane13）。

最終的に、2 機の前後揺れ装置が試験されている。Aquamarine Power14は、初の実規模の「Oyster」を 2009 年 11 月

に EMEC で導入済みであり、AW Energy（フィンランド）は Waveroller15をポルトガル沿岸沖で前後揺れ装置を展

開する予定である。 
 

6.4.3 潮汐発電 
 
現在は、河口の潮汐発電所のみが運用されている。河口を堰き止める堰に発電ユニットを装備する、この技術自体

は成熟しているが、実用規模で展開されている潮汐発電所は、世界では、1966 年に運用に成功した 240MW のラン

                                                        
2 活動の詳細については、www.iea-oceans.org for description of activity 参照。 
3 プロジェクトの結果詳細については、www.equimar.org 参照。 
4 プロジェクトの結果詳細については、www.waveplam.eu 参照。 
5 技術解説については、www.wavegen.co.uk 参照。 
6 技術解説については、www.oceanlinx.com 参照。 
7 技術解説については、www.oceanenergy.ie/index.html 参照。 
8 技術解説については、www.pelamiswave.com 参照。 
9 技術解説については、www.oceanpowertechnologies.com 参照。 
10 技術解説については、www.wavebob.com 参照。 
11 技術解説については、www.wavenergy.co.nz 参照。 
12 技術解説については、www.wavedragon.net 参照。 
13 技術解説については、www.waveplane.com 参照。 
14 技術解説については、www.aquamarinepower.com 参照。 
15 技術解説については、www.aw-energy.com 参照。 
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ス発電所のみである。それ以降、その他の小規模プロジェクトが中国、カナダ、及びロシアで開始されている。

254MW の始華発電所は 2011 年の運用開始が見込まれ、稼動後は世界最大の潮汐発電所になる。始華発電所は、1994
年に建設された 12.7km の既存の海の堰（sea dyke）を改造中である。このプロジェクトは発電を行いつつ、貯水池

のフラッシングを実施して水質も向上させる。 
 
始華発電所の稼動を前提とした場合でも、2011 年末までの世界の潮汐発電の設備容量は依然として 600MW を下回

る。ただし、多数のプロジェクトが確認され、そのなかには、イギリス（セバン河口）、インド、韓国、及びロシ

ア（白海及びオホーツク海）など非常に大きな容量を備えるものもある。検討中の設備容量全体は約 43.7GW また

は 64.05TWh/年（233PJ/年）である（Kerr, 2007）。 
 

6.4.4 潮流発電及び海流発電 
 
概念設計または試作品開発の段階にある潮流装置は、おそらく 50 以上あると思われるが、大規模装置の開発コス

トはまだ実証されていない。最も進んでいる例はシーゲン16の潮流タービン（容量 1.2MW）である。アイルランド

北部に設置されており、1 年以上にわたって送電網に電力を供給している。アイルランドの企業 Open Hydro17が、

スコットランドで、さらに最近では中国でダクト付きタービンの試験を行っている。2 つの企業が、ノルウェー及

びスコットランドの EMEC で、より最近ではカナダ（ファンデー湾）でリング付きのタービンの試験を行ってい

る。多数の装置が中国でも試験されている（Zhang and Sun, 2007）。 
 
Hammerfest Strom18（ノルウェー）及び Atlantis Resources Corporation19（スコットランド）の 2 つの企業が、実証規

模の垂直軸タービン20を、Straits of Messina（イタリア）が垂直軸タービンを実証した。最後に、イギリスの Pulse Tidal 
Limited21が 2009 年にハンバー河口沖で往復稼働装置を実証した。 
 
潮流発電エネルギー資源は広く存在するわけではなく、潜在的に経済的実現可能性のある場所は、岬の周辺または

島々間の海峡を通じて潮流の速度が加速される場所である。こうした場所が、ヨーロッパ（特にスコットランド、

アイルランド、イギリス、及びフランス）、中国、韓国、カナダ、日本、フィリピン、オーストラリア、及び南ア

メリカで確認されている。この 10 年で多数の開発プロジェクトが開始され、ここから得られた経験と規模拡大に

よりコスト低下が見込まれる。 
 
外洋の海流（メキシコ湾流など）は、開発に向け調査が進められている。外洋の海流は低速で一方向に流れるため、

外洋の海流の利用には、流速が速くより限定的な潮流に対応する現在開発中の技術とは異なる技術が必要になるだ

ろう（MMS, 2006）。これまで、パイロットまたは実証プラントの情報はまったくない。外洋の海流の規模を考え

ると、潮流発電に比べ非常に多量の水が必要なため、技術開発で低速の海流も利用可能になれば、かなり規模は大

きくなると想定される。 
 

6.4.5 海洋温度差発電22 
 
現在、海洋温度差発電の試験施設については、世界的にごく少数しか試験されていない。1979 年、アメリカで小

型の「Mini-OTEC」試作プラントの試験が行われた。このプラントはバージ浮体上に建設され、アンモニア系のク

ローズドサイクルシステムを使用し、28,200rpm のラジアルタービン 1 機を備えていた。この試作プラントは定格

容量 53kW だったが、ポンプ効率の問題で出力は 18kW に低下した。二番目の浮体式海洋温度差発電プラント

（OTEC-1）は、1980 年に建設された。同じクローズドサイクルシステムを使用したが、タービンは設置されなか

った。定格容量は 1MW で、1981 年に 4 か月間運転され、熱交換器や送水管の課題に関する研究など、主に試験と

実証のために使用された。 
 
ナウル共和国では 1982 年及び 1983 年に、120kW のプラントが数か月間運転された。フレオン系の密閉システムを

使用し、水深 580m に冷却水パイプが設置された。送電系統に接続され、ピーク発電は 31.5kW だった。 
 
オープンサイクルの海洋温度差発電プラントは、1992 年にハワイに建設され、1993～1998 年に運用された。ピー

ク発電は 103kW で、脱塩水は 0.4ℓ/秒だった。運用上の課題として、真空室の海水ガス抜き、真空ポンプの問題、

ターボ発電機の出力の変動、及び送電系統への接続などがあった。 
 

                                                        
16 技術解説については、www.marinecurrentturbines.com 参照。 
17 技術解説については、www.openhydro.com/home.html 参照。 
18 技術解説については、www.hammerfeststrom.com 参照。 
19 技術解説については、www.atlantisresourcescorporation.com 参照。 
20 技術解説については、www.pontediarchimede.it/language_us 参照。 
21 技術解説については、www.pulsetidal.co.uk/our-technology.html 参照。 
22 6.4.5 節の内容は、特に言及がない限り、主に Vega（1999）及び Khan and Bhuyan（2009）から引用。 
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インドでは 1984 年、1MW のアンモニア系のクローズドサイクルの海洋温度差発電システムが設計された。建設は

2000 年に開始されたが、長い冷却水パイプを吊り下げることが困難だったため、竣工には到らなかった（Ravindran 
and Raju, 2002）。2005 年には、トゥティコリン沖の同じ浮体バージで 10 日間の実験が行われ、海洋温度差を利用

した淡水化実験が浅海域で実施された。 
 
日本では、2000 年代前半までに多数の海洋温度差発電プラントの試験が行われた（Kobayashi et al., 2004）。2006
年には、佐賀大学海洋エネルギー研究センターが30kWのハイブリッド海洋温度差発電の試作プラントを建設した。

このプラントでは、海水とアンモニアの混合作動流体が使用され、発電が継続されている。 
 
大規模な海洋温度差発電の開発は、技術が費用対効果の高いエネルギー供給装置となる段階まで進めば、太平洋諸

島、カリブ諸島、中央アメリカやアフリカ諸国を含む熱帯の海洋国家において大きな市場を形成する可能性がある。 
 

6.4.6 塩分濃度差発電 
 
塩分濃度差発電は今も構想段階であり（Scråmestø et al., 2009）、2 つの異なる技術コンセプトを用いた 2 つの研究

実証プロジェクトが進行中である（6.3.6 節）。淡水などの関連技術と並行開発すれば、浸透圧発電の開発に便益

となると予測される。 
 
浸透圧発電の研究はノルウェーで進められており、2009 年からの商業規模の浸透圧発電プラントの実現に向け、

その一部として運転している（Statkraft, 2009）。同時に、逆電気透析発電技術は、オランダで 75 年間使用されて

いる締切大堤防に組み込む改修策として提案されている（Willemse, 2007）。 
 

6.4.7 政策の影響23 
 
現在、海洋エネルギー技術の開発を主導しているのは、北西ヨーロッパの沿岸諸国で、南北アメリカ、北西の太平

洋諸国、及びオーストラレーシア（南洋州）諸国も関わっている。海洋エネルギー技術は、排気ガスゼロの発電と

飲料水生産の可能性があり、多数の政府が海洋エネルギーの取り込みを推進加速させる政策イニシアチブを導入し

ている。第 11 章では、再生可能エネルギー技術の取り込みを推進する政策及びイニシアチブをより詳細に示す。

これらの政策及びイニシアチブの一部は、海洋エネルギーに適用され、主に 6 つのカテゴリに分類される。 
 

1. 容量または発電の目標 
2. 補助金及び財政的インセンティブ（賞金を含む） 
3. 市場奨励策 
4. 産業開発 
5. 研究及び試験用の施設、インフラ 
6. 許可、スペース、資源の割り当てに関する制度、標準、及び協定 

 
一般に、海洋エネルギー独自の政策を実施中の国々は、技術開発と普及に関して最も先進的であり。技術が初期段

階であることを考えると、技術やプロジェクトの進展に歩調を合わせた海洋エネルギーに対する政府支援は重要で

ある。 
 
意欲と規制の双方から様々な目標が存在する。海洋エネルギー独自の目標の大半は、提案された設備容量と関連し、

他の再生可能エネルギー発電に比例した増加など、一般的な目標を補完している。ポルトガルやアイルランドなど

の一部のヨーロッパ諸国では、固定価格買取制度 （特定技術による発電への追加支払い）などの「市場引上げ」

型の優先メカニズムを設けている。一方、イギリス政府とスコットランド政府は、拘束力のある再生可能エネルギ

ー使用証明書の強化スキームを活用している。これは、海洋エネルギー技術を使用した発電者に与えられる取引可

能な証明書である。スコットランド政府は 2008 年にサルタイヤ賞（Saltire Prize）を導入した。この賞は、累積発

電目標の 100GWh に 2 年間継続達成できた初の装置開発者に与えられる。 
 
大半の国々が、再生可能エネルギー技術に対して研究開発の補助金を行っているが、海洋エネルギー独自の補助金

プログラムは一部の国々しか設けていない。イギリスは最初に、最も包括的なプログラムを最大規模で提供してい

るが、アメリカ連邦政府は 2008 年以降、投資を増加させている。装置開発に対する補助金は「供給プッシュ」型

のメカニズムとして、イギリス及びニュージーランドの両国が実施しているが、両国とも幅広い政策手段を実行し

ている（表 6.2）。表 6.2 は、2010 年末に存在した海洋エネルギー政策の例のみを示した点に留意を要する。 
 

                                                        
23 非技術的な政策上の課題については、本報告書の第 11 章で取り上げる。 
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表 6.2: 海洋エネルギー独自の政策の例（Huckerby and McComb, 2008 の修正版）。 
 
政策手段 国 説明 
容量または発電の目標 
意欲的な目標及び予想 イギリス 

 
スペイン（バスク政府） 
 
カナダ 

2020 年までに海洋エネルギー発電をイギリスの電

力の 3%に 
2020 年までにバスク沿岸沖で 5MW 
カナダは 2050 年に向けたロードマップ作成中

（Ocean Renewable Energy Group）24 
法定目標（エネルギー全体また

は電力全体） 
 
 
アイルランドポルトガル 

海洋エネルギー設備の特定の目標 
 
2020 年までにアイルランド沖に 500MW 
2020 年までにポルトガル沖に 550MW 

補助金及び財政的インセンティブ 
研究開発プログラム・供与 アメリカ 

 
 
中国 

エネルギー省の Wind&WaterPowerProgram（研究開

発及び市場加速のための補助金） 
 
国家ハイテク研究開発プログラム（No.863） 

試作品導入 
補助金 

イギリス 
ニュージーランド 
中国 

Marine Renewables Proving Fund 
Marine Energy Deployment Fund 
Ocean Energy Major Projects 

プロジェクト開発 
補助金 

イギリス Marine Renewables Deployment Fund 

賞金 スコットランド サルタイヤ賞（累積発電目標の 100GWh に 2 年間

継続達成できた初の海洋エネルギー装置に対し、

1,000 万ポンド授与） 
市場刺激策 
固定価格買取制度  ポルトガル 

アイルランド・ドイツ 
海洋エネルギー発電の電力を価格保証（$/kWh また

は相当で） 
取引可能な証明書及び再生可

能エネルギー購入義務 
イギリス 再生可能エネルギー購入義務のスキーム。海洋エネ

ルギー発電の電力に対する取引可能な証明書

（$/kWh または相当で） 
産業開発 
産業及び地域の開発供与 スコットランド、イギリス

など 
集団開発 

業界団体の支援 アイルランド 
ニュージーランド 

業界団体設立に対する政府の財政的支援 

研究及び試験用の施設、インフラ 
国立の海洋エネルギーセンタ

ー 
アメリカ 2 つのセンター設立（オレゴンとワシントン（波と

潮汐）、ハワイ（海洋温度差と波）） 
海洋エネルギー試験センター スコットランド、カナダな

ど 
European Marine Energy Centre25及び Fundy Ocean 
Research Centre for Energy（カナダ）26 
 

洋上のハブ イギリス 波力ハブ、装置の接続インフラ 
許可、スペース、資源の割り当てに関する制度、標準、及び協定 
標準・協定 国際電気標準会議 波、潮汐、及び海流に関する国際標準の開発 
許可制度 イギリス Crown Estate社によるペントランド海峡ライセンス

の競争入札 
スペース・資源割り当て制度 アメリカ 内務省によるアメリカ連邦大陸棚の許可制度 
 

                                                        
24 ロードマップの詳細については、www.oreg.ca 参照。 
25 センターの詳細については、www.emec.org.uk 参照。 
26 センターの詳細については、www.fundyforce.ca 参照。 
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6.5 環境及び社会的影響27 

 

6.5.1 ライフサイクル温室効果ガス排出 
 
海洋エネルギーは、運転中に二酸化炭素を直接排出することはないが、原材料の抽出、構成要素の製造、建設、保

守、解体など、海洋エネルギーシステムのライフサイクルの別の過程において、温室効果ガスが排出される場合が

ある。1980 年以降に発表されたライフサイクル評価研究の包括的な検討によって、波・潮汐発電システムからの

ライフサイクル温室効果ガス排出量は 23g CO2 eq/kWh 以下であり、波力発電ではライフサイクル温室効果ガス排

出量の推定中央値は約 8g CO2 eq/kWh となっている（図 6.11）。（図 6.11 に示した分布は、尤度の評価ではないこ

とに留意する。この図は単に、現在発表済みの文献の分布が質及び関連度のスクリーニング合格した推定値を報告

しているだけである。文献の調査方法及び参照リストの詳細については、Annex II を参照）。 
 
波力発電と潮汐発電の装置については、両方の装置で温暖化効果ガス排出に有意差があるかを決定する研究が、十

分に行われているとは言えない。潮流発電と海流発電、海洋温度差発電、及び塩分濃度差発電についても、品質の

スクリーニングは不足している。すべての海洋エネルギー技術の推定の数を増加させるために、さらにライフサイ

クル評価が必要である。それでもなお、化石エネルギー発電技術に比べれば、海洋エネルギー装置からのライフサ

イクル温室効果ガス排出量は低いと考えられる。 
 

 
 
図 6.11: 波力発電技術及び潮汐発電技術のライフサイクル温室効果ガス排出量の推定値（文献の値は未修正。品質

スクリーニング済み）。表示した推定値に貢献した文献の調査及び引用の詳細については、Annex II を参照。 
 

6.5.2 その他の環境及び社会的影響 
 
海洋エネルギープロジェクトは長寿命で一般に 25年、潮汐発電の場合は 100年を超えると思われるため（Sustainable 
Development Commission, 2007）、開発の長期的影響を検討する必要がある。他の洋上技術（石油やガスの運用、洋

上風力発電など）からの経験移転が妥当であろうが、海洋エネルギー技術の場合は導入や運用の経験に乏しいため、

現在は地域の環境に与える影響または社会的影響についての情報はほとんどない。 
 
イギリス政府は 2001 年、「波力発電装置及び潮汐発電装置による環境への悪影響は最小限であり、ほぼすべての

その他のエネルギー源に比べてかなり小さいが、実際の設置による影響を特定するには、さらに調査が必要である」

との結論を出した（House of Commons, 2001）。同時に、ヨーロッパ及び北アメリカの一部の政府は、戦略的な環

境評価を実施し、海洋エネルギープロジェクトの潜在的な環境への影響を特定しようとしている。このなかには一

般に、導入規模、設計、設置、運転保守（O&M）、及び解体が物理的及び生物環境に与える影響が含まれている。

大規模な海洋エネルギー開発はどのような種類であっても、あらゆる開発の選択肢を完全に評価し、社会と環境へ

の影響を詳細に評価しなければならない。潜在的な環境への影響は、Boehlert and Gill（2010）が説明している（2010）。 

                                                        
27 本報告書で取り上げたすべての再生可能エネルギー源の環境及び社会的影響に関する包括的評価は、第 9 章で参照可
能である。 

潮汐 

海洋エネルギー技術のライフサイクル温室効果ガス排出量
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気候変動緩和に加え、海洋エネルギー技術の環境及び社会への影響は、それぞれの技術によって異なっている。海

洋エネルギーの可能性のある好ましい影響としては、海洋装置周辺の海域においては他の人間の活動を減らすこと

による海洋生物に対する悪影響を回避し、エネルギー供給と地域の経済成長、雇用、観光の増強などが挙げられる。

この一例として、スコットランドでは 2020 年までに海洋エネルギーで 630～2,350 の雇用創出の可能性があると推

定されている（AEA Technology & Poyry Energy Consulting, 2006）。別の例では、海洋エネルギーシステムはそれ自

体、観光名所になっており、観光及びサービスで雇用を提供している（La Rance 潮汐発電など: Lang, 2008; De Laleu, 
2009）。 
 
マイナスの影響は、景観の悪化とその場所の利用へのアクセスの低下、建設中の騒音、地域の生態系へのその他の

限定的であるが特殊な環境影響などがあるだろう。プロジェクト特有の影響は、プロジェクトの特質、プロジェク

トの立地環境、プロジェクト周辺のコミュニティーなどにより異なる。技術特有の戦略、環境影響を集中する事で

限定する稼働式海洋温度差発電プラントなどは、可能性のあるマイナスの影響を緩和する方法の 1 つである。海洋

エネルギー技術に特有な環境的影響及び社会的影響はその技術に一部依存する。このため、以下の節で、各エネル

ギー源の潜在的な影響を取り上げる。 
 
6.5.2.1 波力発電 
 
波力発電技術の環境への影響は、導入経験が乏しいことから、評価が難しい。潜在的な影響は技術及び立地により

多様になるが、空間の競合、騒音と振動、電磁場、生物相と生息環境の破壊、水質の変化、及び化学物質または石

油流出などによる汚染の可能性などが考えられる。パイロットプロジェクト及び商用前の導入試験の実施により、

潜在的な環境への影響及びその緩和について、有益なデータが得られる可能性が高い。 
 
波力発電装置が景観に与える影響は無視出来る可能性が高い。装置を大規模に沿岸近くに配列する場合を除き、大

半の装置は一部または全部水没するためである。同様の理由で、渡り鳥の経路、食餌、及び巣作りへの潜在的な影

響も、無視出来ると推測される。 
 
波力装置の導入はその他の既存の海洋構造物と同様の影響を持つだろうし、一部の影響の範囲は、既存の使用に比

べて小さくなるだろう（Boehlert et al., 2007 参照）。騒音と振動は、建設と解体の期間に最も悪影響を与え、装置

や陸地と装置をつなぐ電力輸送ケーブル周辺の電磁場は、電磁場を使用して餌の位置を特定しているサメ、ガンギ

エイ、及びエイ（板鰓類）には問題になるだろう。磨耗（塗装及び防汚化学物質の）や、たとえば油圧動力取り出

しシステムからの油漏れなどによる化学物質の漏洩が考えられるが、潜在的な環境影響である。これらの影響はす

べて、研究開発段階で理解し、なくすか緩和する必要がある。エネルギー回収とそれによる下流の影響は、堆積物

（海底洗掘、堆積増加など）を変化させたり、波の高さを低下させたりするだろう。波力発電ファームは、後方の

浜のうねりの状況を低下させ、海岸線の波のダイナミクスを変化させるだろう。これらの側面は、数値研究や水槽

試験研究を通じて評価可能である。 
 
ライフサイクル温室効果ガス低排出の発電に加え、波エネルギーの可能性のある便益として、地域の造船所に関す

る産業刺激（装置建造、組み立て）、輸送、設置、及び保守などがある。また、波力発電ファームの排除区域で野

生生物の保護区を創設すれば、漁業資源にプラスの便益となるだろう（House of Commons, 2001）。 
 
6.5.2.2 潮汐発電 
 
河口は、複雑で独特でダイナミックな自然環境であり、非常に特殊な注意を要する。この自然環境への影響は、建

設段階及び将来の運用と解体の双方で、解決されなければならない。 
 
建設の影響は、使用される建設技術により異なり、一部の長期的な影響では、種の多様性と豊富さにプラスである

（Retiere and Kirby, 2006）。La Rance 発電所の場合、建設中は河口を閉鎖したが、近隣の河口と比較した生物多様

性は運用開始から 10 年たたずに回復したと報告されている（De Laleu, 2009）。その他の建設方法として、沈設さ

せるフローティングケーソンなどがあるが、短期的影響及び長期的影響をさらに低下させるだろう（Lang, 2008）。
始華発電所建設中の環境への影響は、非常に限定的で、これは主に、プラントを設置した堰が既に存在していたた

めである。 
 
堰の運用は、貯水池の潮汐の規模とタイミングに影響を与え、河口内の魚類や鳥類の生活と生息環境、塩分濃度、

及び堆積物の動きを変化させる（Bonnot-Courtois, 1993）。これらの影響の一部は、適切な運用慣行を適用すれば緩

和出来る。たとえば、La Rance 潮汐発電所では、貯水池の干満が 1 日 2 回維持されており、貯水域の「自然の」生

物多様性の回復につながっている。ただし、貯水池上流の方角に蓄積する堆積物は定期的に浚渫が必要である。 
 
沿岸の潮汐ラグーンの建設と運用は、繊細な沿岸の生態系にそれほど悪影響は与えない。ただし、新たにラグーン

が設置される場所は影響を受ける。 
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社会的影響に関しては、現在までに建設された潮汐発電プロジェクトでは、近隣の居住者の移転はまったく必要な

かった。これは今後のプロジェクトでも同様のはずである。さらに、地域のコミュニティーには、建設段階で地域

の雇用機会及び関連する便益が生じる。建設後の堰は、堰の上部に新たな短い道路輸送経路になるだろう。これも、

地域のコミュニティーの社会経済的状況を向上させるだろう。 
 
6.5.2.3 潮流発電及び海流発電 
 
潮流発電 
 
海流発電技術は、大規模な没水構造物が関係する可能性が高いが、一部の装置は半没構造物となる。環境への影響

はいくらか限定的である。装置は、既にエネルギーがあり流れがある環境に設置されるためである。こうした場所

では、種の多様性及び豊富さは低い。 
 
現在の技術は、海洋生物に害を与えかねない稼動部品（回転する回転翼または上下動する水中翼）が使われている

ものの、現在のところ、海流発電装置が、鯨、イルカ、アシカ、サメといった海洋生物に与える害について、証拠

はまったくない。装置導入の数及び期間が限定的であることもあるだろうが、船舶の推進力に比べ（海洋生物の逃

走速度に関して）回転速度が遅いことも一因だろう。 
 
海流発電 
 
海流発電システムを本格的に商用導入することによる可能性のある影響は、4 つの広いカテゴリに分けられる。物

理的環境（海洋自体）、底生生物（海底）群集、海中の海洋生物、及び海洋空間の競合使用である（Charlier and Justus, 
1993; Van Walsum, 2003）。 
 
海洋への物理的影響は限定的と推測される。海流発電装置は、海洋の循環または正味質量の輸送を変化させるほど

の規模ではない。たとえば、風成循環における赤道偏流では、西岸境界流が極方向への還流にあたるが、海底の散

逸機構とは無関係である（Stommel, 1966 など）。しかしながら、システムは蛇行パターン及び海洋上層の混合プ

ロセスを変化させるだろう。これらの影響は、本格的なサイト開発前に完全に評価を行う必要がある。これらの潜

在的な影響を評価するため、フロリダ海流のモデリング研究が進行中である（Chassignet et al., 2007）。 
 
外洋のエネルギー発電システムは、最大船舶の喫水以下で運用される可能性が高い。このため、商用船舶航行への

危険は最小になる。海軍潜水艦の運用は影響を受けるだろうが、システムは固定されているため、回避は比較的容

易である。水中の構造物は、魚類の生息環境と行動に影響を与えるだろう。水中の構造物は浮魚礁になることで知

られているため（Relini et al., 2000）、可能性のある使用者同士の競合（line entanglement など）は検討しなければ

ならない。特に大規模な設置の場合、浮遊生息域の付随する変化が同様に問題になるだろう（Battin, 2004）。 
 
6.5.2.4 海洋温度差発電 
 
海洋温度差発電のポンプ運用による海水の地域的特性の変化については、環境上の懸念になるだろう。深層水域の

冷水と浅水域の温水が熱交換器に大量に送られ、混合される。混合により、設置場所近くの周辺の海水に排水され

る前に、これらの水の温度と栄養塩の特性は変化する。このため、大量の排水が排水場所に長期的な影響を与えな

いよう、船上（または短期間設置の）海洋温度差発電プロジェクトが提案されている（Nihous and Vega, 1993）。

深層水域における排水で環境への影響は最小化されるかもしれないが、確実な証拠は現在利用不可能である（Marti, 
2008）。 
 
通常の運用条件下では、海洋温度差発電プラントは大気への排出がほぼなく、地域の空気質に悪影響は与えない。

プランクトン（及びおそらく食物連鎖）の成長は、栄養素の豊富な深層水の流出に伴い起こる。（一般に排水の深

さより深い）安定的なプルームの深さで十分な光も届く場合、これが生じるだけかもしれない。海洋有機物（主に

プランクトン）が海洋温度差発電プラントの排水パイプの海洋栄養素に引き寄せられ、生物付着や腐食の原因にな

る可能性がある（Panchal, 2008）。 
 
6.5.2.5 塩分濃度差発電 
 
海水と淡水の混合は、河口環境では自然のプロセスであり（van den Ende and Groeman, 2007）、塩分濃度差発電プ

ラントは、希釈水を海洋に戻す前に淡水と海水を混合することで、このプロセスを複製したものである。通常の希

釈水は主要な廃棄物であるが、濃縮された排水は環境を変化させ、排水場所の動植物の生息に影響を与えるだろう。 
 
主な都市及び産業地域は、主要河川の河口に位置することが多く、発電プラントも「ブラウンフィールド」に建設

されるだろう。プラントの一部または全体を地下に建設すれば、景観が地域の環境に与える影響も低減出来るだろ

う。 
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6.6 技術の向上、イノベーション、及び統合の展望28 
 
新規技術として、海洋エネルギー装置は大きな技術的進歩のポテンシャルを持っている。この進歩を達成するため

には、装置に特有の研究開発及び発展が重要である、海洋エネルギー変換装置の技術の向上及びイノベーションに

は、関連する分野の開発による影響も受ける可能性も高い。洋上風力発電プラントの急速な展開は、波力発電プロ

ジェクトまたは海流発電プロジェクトが風力とインフラを共有する可能性につながるだろう（Stoutenburg et al., 
2010）。同様に、防波堤に固定した波力発電装置が、ポルトガルの Mutriku プラント（Torre-Enciso et al., 2009）や

中国（Liu et al., 2009）など、その他の目的で使用する新たな建設との相乗効果から利益を受けるだろう。 
 
より広範囲の電力ネットワークへの海洋エネルギーの統合には、様々な資源の多種多様な発電の特徴を理解するこ

とが必要になる。たとえば、潮汐資源による発電は 1～4 時間では非常に変動性が高くなるが、一ヶ月以上の期間

では変動性は非常に限定的となる（Sinden, 2007）。ちなみに、波力発電の一時間単位での変動性は、風力発電に

比べ低く、潮汐発電でも多くの場合は低いものの、しかし季節の変動性及び年間の変動性は大きい（Sinden, 2007）。
こうした資源利用可能性のパターンは、電力ネットワークへの海洋エネルギーの大規模な統合（第 8 章参照）、送

電容量の要件及び活用を示唆する。 
 

6.6.1 波力発電 
 
波力発電技術は今も開発の初期段階のものが多く、すべて商用前である（Falcão, 2009）。コスト予測または信頼性

予測はどれも、不確実性が高い。それは実証されていないか、試作品レベルも超えていないためで、最適なシステ

ムに関して想定を必要とするためである。試作品の波力装置については「海での時間」が極めて重要なため、開発

事業者は十分な運用経験を得ることが必要である。厳しい海象条件での生存性が技術開発の進展に必要である。風

力タービン発電機と同様に、波力発電装置は最大の実用機の規模にまで発展すると予測される。これが実現すると、

運転保守サービスの訪問回数全体は最小限になり、また設置解体コストが削減され、係留も必要最小限になる。 
 
コスト削減は、配列に展開された場合でも、個々の波力発電装置による発電でも、最大発電出力や製造と設置の経

験によっても実現するだろう。これは専用の精度の高い製造設置インフラで、効率性の良い変換システムの製作で、

エネルギー取得が良く信頼出来る装置を必要とする可能性が高い。 
 

6.6.2 潮汐発電 
 
潮汐発電プロジェクトは、河口環境に建設され運用される立証済みの水力発電技術に依存する。技術向上が今も達

成可能な分野は、基本的に 3 つある。河口の潮汐ラグーン開発により、プロジェクトがコスト効率良く実施出来る

だろう（Friends of the Earth, 2004）。複数の貯水池の設置で、出力変動の減少とベースロード電力や配電さえ可能

にすれば、プロジェクトの価値が向上するだろう（Baker, 1991）。また、タービンの効率向上（Nicholls-Lee et al., 2008
など）、特に双方向の流れに対応できること（ポンプ利用）などが、売電のコスト全体を低下させるだろう。 
 
技術はさらに向上し、たとえば、タービンの様々な回転速度を可能にするギアや可変周波数発電機で、出力は向上

する。発電プラントは、ダム内のオンサイトに建設されるか、（鋼鉄または強化コンクリートの）ケーソン内に組

み込むか、現場まで浮かせて運ぶことになるだろう。 
 

6.6.3 潮流発電及び海流発電 
 
波力発電と同様に、潮流発電技術及び海流発電技術は開発の初期段階である。動作原理が水平軸の風力タービンと

似ていることから、その運用経験を活用すれば、軸流の水流タービン開発にメリットがあるだろう。将来の設計で

は、流れを受ける面積（ローター直径）が最大の実用機規模に拡大し、発電容量の増大、運転保守サービス訪問総

数の最小化、設置解体コストの削減、及び基礎構造の必要性の最小化につながる可能性が高い。研究開発の重要な

分野は、機器の設置と回収の改良のなかにある可能性が高い。海峡の潮が遅くなるのは非常に短い時間の可能性が

あるためである。同様のことが、運転保守の要件にも該当する。 
 
潮流発電及び海流発電のエネルギー資源全体は、商用時の必要な流れ速度が低下可能であれば、増加するだろう。

潮流発電装置の最適化は、低い流れの中で運転出来るタービン大型化が進んだ後になる（BWEA, 2005）。同様の

傾向が、アメリカの風力発電産業で、文書で十分に立証されるだろう。アメリカでは、風力発電タービン技術の開

発でエネルギー的に劣る場所が対象とされ、利用可能な資源が 20 倍増加した（Wiser and Bolinger, 2010）。 
 

                                                        
28 10.5 節では、再生可能エネルギー全体の技術的進展の駆動要因及び傾向について包括的な見方を提示する。第 8 章で
は、より幅広くその他の統合上の課題を扱う。 
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将来の潮流発電装置及び海洋発電装置の配列にとって、波浪影響は、性能及び信頼性の最優先事項である。商用化

及び経済的実行可能性は、最小のサービスを必要とし、コスト高の保守が不要な状態で安定的な発電を行うシステ

ムに左右されるためである。腐食、キャビテーション、流れ吸収、及び海洋の流れてくる瓦礫の衝撃による劣化に

対抗する新たな材料が、運用コストを削減し得る。 
 

6.6.4 海洋温度差発電 
 
海洋温度差発電も開発の初期段階である。クローズドサイクル海洋温度差発電プラントでは、熱交換器システムが

重要な要素の 1 つである。蒸発器とコンデンサのユニットは、作動流体を液体相からガス相に効率的に変換し、低

い温度差で液体相に戻さなければならない。熱変換効率は熱交換器性能に大きく依存するため、発電の観点では大

幅な損失によりシステムの経済的に生き残りが低下する可能性がある（Panchal, 2008）。蒸発器とコンデンサのユ

ニットはプラントコスト全体の 20～40%になるため、研究開発の取り組みの大半では、熱効率性能の向上を目的と

している。海洋温度差発電プラントの二番目の重要な要素は、直径の大きいパイプで、これにより深層水域の冷水

を表層に運ぶ（Miller, 2010）。過去 10 年、洋上の石油やガス生産用の大直径ライザーパイプで得られた経験は、

冷水パイプの設計に流用出来る。 
 
クローズドサイクルの作動流体には、多数の選択肢が使用可能である。ここでは、表層の海水を低温沸騰させ、深

層の海水で液化する必要がある。3 つの主な候補は、アンモニア、プロパン、及び商用冷媒のフロン R-12/31 であ

る。 
 

6.6.5 塩分濃度差発電 
 
浸透圧発電の初の試作プラントが 2009 年 10 月、ノルウェー南東のオスロ近郊の Tofte で運用開始になった。この

場所は、海水だけでなく、近隣の湖からの淡水も十分に得ることが出来る（Scråmestø et al., 2009）。 
 
この試作プラントの主な目的は、設計されたシステムが 1 日 24 時間、信頼出来る発電を行えるかを確認すること

にある。このプラントは、効率性向上を目指して開発された技術をさらに試験するために、使用される。これらの

活動は、膜モジュール、圧力交換装置、及び発電（タービンと発電機）に注目する。制御システム、水の事前処理

機器、及び水の取排水口については、さらに開発が必要である（Scråmestø et al., 2009）。 
 
オランダの逆電気透析システムの開発事業者は、200MW の発電プラントの設置場所として、オランダの Afsluitdijk
の堰を特定している。この堰は、北海の海水と汽水気味の Ijsselmeer 湖を分離している（Ecofys, 2007）。研究開発

ではさらに、膜の効率性及び水流の浄化に必要な素材の選択に注力する。 
 

6.7 コストの傾向29 
 

6.7.1 序論 
 
商業的な市場はまだ海洋エネルギー技術の開発を進めていない。政府の支援による研究開発及び国家政策インセン

ティブは重要な動機づけとなる（IEA, 2009）。ほとんどの海洋エネルギー技術のコスト評価は難しい。コストの想

定を評価する際に利用可能な製造経験及び導入経験が、ほぼないためである。表 6.3 は、代表的な海洋エネルギー

のそれぞれの均等化発電原価に影響する主なコスト要因に関する、入手可能なものの中で最良のデータを示してい

る。 

                                                        
29 本節のコストの議論は主に、民間投資家の見方に限定されている。第 1 章、第 8～11 章では、コスト上の課題に関す
る包括的な見方（たとえば、統合コスト、外部コストと外部便益、経済全体のコスト、及び政策コストなど）を提示し
ている。 
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表 6.3: 全ての代表的な海洋エネルギー技術のにおいて中心となる利用可能なコスト及びパフォーマンスのパラメ

ータの要約 
 

海洋エネルギー技術 
投資コスト 
（US ドル/kW（2005
年））i 

年間運転保守コスト

（US ドル/kW（2005
年）） 

設備利用率（CF）ii 
設計寿命 iii 
（年） 

波 6,200～16,100iv,v,vi 180v,vi 25～40v,vi 20 
潮汐 4,500～5,000vi 100vi 22.5～28.5vi 40vii 
潮流 5,400～14,300iv,vi 140vi 26～40vi 20 
海流 該当なし 該当なし 該当なし 20 
海洋温度差 4,200～12,300viii 該当なし 該当なし 20 
塩分濃度差 該当なし 該当なし 該当なし 20 
 
注及び参照: i 海洋温度差エネルギーのコスト数値は、様々な年のドルで表示されている。ii 設備容量は、実際のハードウェア運用経験

ではなく、技術及び資源の特性に基づく推定である。iii 設計寿命は専門家の知見に基づく推定である。標準的な想定では、海洋エネル

ギー装置の設計寿命を 20 年までとしている。iv Callaghan（2006）。投資コストの高い範囲は、この出典に基づく。v Previsic（2004）
は将来のコスト想定を公表した。213 x 500 kW Pelamis 波力発電装置で、投資コスト 2,620US ドル（2005 年）/kW、年間運転保守コ

ストは 123US ドル（2005 年）/kW、10 年後の追加の改造コストは 264US ドル（2005 年）/kW である。想定の CF が 38%、設計寿命

20 年。vi ETSAP（2010b）。波力、潮流、及び海流発電の投資コストの低い範囲はすべて、この出典に基づく。ETSAP（2010a）では、

投資コストは波力の場合 5,200US ドル（2005 年）/kW、潮流発電技術の場合 4,500US ドル（2005 年）/kW に低くなると推定している

ことに留意を要する。ただし、同年のうちに、ETSAP（2010b）は、波力技術及び潮流技術の推定値を大幅に上げ、表に示した下限と

したが、潮汐発電の推定投資コストは安定的とした。CF に関しては、直近の出典（ETSAP, 2010b）はより楽観的である。表に示した

範囲は、両方の参照に基づく。vii 潮汐発電は水力プラントと類似しており、一般に設計寿命は非常に長い。水力発電の場合、電気機械

システムの定期更新を行いつつ、最も費用のかかる土木構造（ダム、トンネルなど）はまったく大掛かりな更新をせず、100 年を超え

て運用される例は多数ある。このため、潮汐発電では、安全に最低 40 年設定可能な大規模な水力プラントと同様の経済的設計寿命が想

定される（第 5 章参照）。viii 海洋温度差発電のコスト推定値は、様々な年のドルで表示されており、様々な技術及び立地を対象として

いる。大半は 100MW 規模のプラントが対象である。多くは非常に不確かな推論である（Francis, 1985; SERI, 1989; Vega, 2002; Lennard, 
2004; Cohen, 2009 など）。海洋温度差発電で利用可能な最新のコストは Lockheed-Martin 社によるもので、10MW のパイロットプラ

ントの投資コストを 32,500US ドル（2005 年）/kW と推定している。これは、100MW の商用プラントの推定値である 10,000US ドル

/kW に収斂している（Cooper et al., 2009）。 

 
ほとんどの場合、ピア・レビューされた参照データ及び実際の運用経験が不足しているため、これらのコスト及び

パフォーマンスのパラメータはわずかな情報に基づいており、そのため工学知識に基づく推定コスト及びパフォー

マンスを反映している場合が多い。少数ながら現在の投資コストが見られるものもあるが、それらはわずかなプロ

ジェクト及び研究の例に基づいており、産業全体を代表するものとは言い難い。しかしながら、これらのパラメー

タ設定は、ピア・レビューされていない文献で提示された均等化コスト値の全体的な妥当性、ある程度は基礎とな

る想定の妥当性と尤度を評価するために使用可能である。Annex II で概説した標準的な方法に基づく均等化発電原

価及び上記の入力データを 3%、7%、10%の割引率で再計算してから、以前に公表されたデータと結果を比較した。

完全なパラメータ設定が表 6.3 で示された 3 つの海洋エネルギー技術に注目し、図 6.12 で結果としての均等化発電

原価の値を示す。 
 

 
 
図 6.12: 主要なコスト及びパフォーマンスのパラメータに基づく波力発電、潮汐発電、及び潮流発電技術の均等化

発電原価。これらのコスト及びパラメータは様々な研究から引用され、表 6.3 に示されている。 
 
Callaghan（2006）の計算では、波力発電の均等化発電原価は 21～79US セント（2005 年）/kWh の範囲であり、表

6.3 及び図 6.12 に示したデータセットに基づく値とおおよそ一致している。EPRI の研究（Previsic, 2004）では、特

定のプロジェクト設計 1 つを評価しており、こちらはより楽観的である。加えて、Callaghan（2006）は、潮流発電

の均等化発電原価を 16～32US セント（2005 年）/kWh と計算している。潮流発電の均等化発電原価については、

California Energy Commission（2010）が 1～3US セント（2005 年）/kWh という同様の値を得ているが、約 2,000～

[US セント（2005 年）/kWh]

Previsic（2004）に基づく: 

波力:

潮汐

潮流

割引率 3% 
 

割引率 7% 
 

割引率 10%: 



最終版  再生可能エネルギー特別報告書（SRREN） 

SRREN 28/42 第 6 章 

3,000US ドル（2005 年）/kW という 2018 年の予想投資コストに基づく、と Callaghan（2006）及び ETSAP（2010b）
が現在の条件で推定した値に比べ非常に低い（表 6.3 参照）。入力データの一貫したセットと算出された均等化発

電原価は、ETSAP（2010b）に記載されている。波力、潮汐、及び海流発電のプロジェクトの均等化発電原価の中

央値（割引率 10%）はそれぞれ、kWh 当たり 36US セント（2005 年）24US セント（2005 年）、及び 31US セント

（2005 年）である。ETSAP（2010b）の値は、波力技術及び潮流発電技術の双方とも、表 6.3 のデータに基づき割

引率 10%で決定した範囲の下限である。図 6.12 に示した潮汐発電の均等化発電原価の計算値は、ETSAP（2010b）
の入力データのみに基づき、ETSAP の報告値に沿っている。 
 
1.3.2 及び 10.5 節で示され、Annex III に記載された均等化発電原価は、潮汐発電システムのみである。商用可能な

段階に成熟した唯一の海洋技術だったためである。 
 
将来のコスト推定値は、かなり大きな不確実性が伴い、非常に不確かな推論と見なされるべきである。しかしなが

ら、可能性のある将来のコストを導き出すために使用可能な方法の 1 つは、学習のコンセプトに基づく。新技術の

普及拡大による経験の蓄積は通常、コスト削減につながる。経験論の研究では、いわゆる学習率を生み出す累積普

及度及びコスト削減の値の関係を定量化している30。海洋エネルギーに広く類似した技術で見られるこうした学習

率の適用で、一定の普及シナリオに基づく将来のコスト推定が可能になる。海洋エネルギー技術の将来のコストに

ついては、複数の推定値が公表されている。しかしながら、基礎となる普及シナリオ及び詳細なコスト想定は大部

分が不透明なままである。以下の小節では、コストレベルが達成可能な条件を検証し、公表された将来のコストの

一部を評価する。  
 

6.7.2 波力発電及び潮流発電 
 
一部の研究では、波力発電装置及び潮流発電装置のコスト推定値を、使用可能な試作品のコストデータから外挿し

ている（Binnie Black & Veatch, 2001; Previsic, 2004; Callaghan, 2006; Li and Florig, 2006）。 
 
波力発電装置及び潮流発電装置は、ほぼ同じ開発の初期段階である。投資コストは、風力発電などの他の再生可能

エネルギー技術が達成するコストの経験に伴い、潜在的に減少可能だろう（Bedard et al., 2006）。これは、実際の

運用経験が限定的なことから、いくつかの限定的なデータから外挿により求めただけである。現在の投資コストは、

単一の試作品から導き出されたもので、より成熟した将来の商用装置に比べ高い可能性が高い。波力発電及び潮流

発電の一部の運転保守データは、表 6.3 に示されているが、このデータは限定的な運用データ量から外挿されたこ

とは、確認するべきである。 
将来のコスト分析を行ういくつかの研究の 1 つが、アメリカの Electric Power Research Institute（EPRI）により開始

された。商用規模のプロジェクトの理論的コストを検証するためで、カリフォルニア沖沿岸で Pelamis 波力発電装

置を利用する（Previsic, 2004）。プラントの全体規模は 213 x 500kW の装置（106.5 MW）と想定された。均等化発

電原価は、20 年の設計寿命及び 95%の使用可能性に基づき計算された。エネルギー回収の技術的ポテンシャルは、

短期の研究開発の改良機会を利用すると想定した。この機会は、今のところ実現されていないが、現在の想定投資

コストで達成可能と考えられた。研究では、13.4 US セント（2005 年）/kWh の均等化発電原価が達成可能だろう

と結論付けている。これは、投資コスト 2 億 7,900 万 US ドル（2005 年）（2,620US ドル（2005 年）/kW）、割引

率 7.5%、設備利用率 38%、及び年間運転保守コスト 1,310 万 US ドル（2005 年）（123US ドル（2005 年）/kW/年）

に基づき、10 年後の改造の想定コストを 2,810 万 US ドル（2005 年）（264US ドル（2005 年）/kW）としている。 
 
2006 年、イギリスの Carbon Trust（Callaghan, 2006）は、波力発電装置及び潮流発電装置を対象にした現在のコス

ト調査の結果を公表した。これは、試作品及び商用前の装置のコストで、投資コストデータの大半がこの結果から

引用されている。波力発電装置の投資コストは、7,700～16,100US ドル（2005 年）/kW の範囲で、中央値は 11,875US
ドル（2005 年）/kW だった。同様に、潮流発電装置の試作発電機のコストは、8,600～14,300US ドル（2005 年）/kW
の範囲で、中央値は 11,400US ドル（2005 年）/kW だった。一部の潮流発電装置のコンセプトでは、さらに多額の

投資コストになるだろう。同一の研究では、イギリスの初期の波力発電ファームで生産したエネルギーは、その均

等化発電原価が 21～79US セント（2005 年）/kW であり、初期の潮流発電ファームの均等化発電原価は 16～32US
セント（2005 年）/kW と推定した。Carbon Trust の研究は、経済規模、研究開発による向上、または学習曲線効果

を考慮していない（Callaghan, 2006）。 
 
California RE Transmission Initiative が実施した近年の研究では、潮流発電（カリフォルニアで展開）のコストは 1
～3US セント（2005 年）/kWh である（Klein, 2009）。 
 
波力発電装置の理論的分析は、短期的な波力発電プロジェクトは 1980 年代の風力発電と比較可能な均等化発電原

価になるだろうということを実証するため、妥当なベンチマークを提供すると思われる。Callaghan（2006）及び

Klein（2009）が公表した均等化発電原価がどのように達成され得るか、公表されたコスト範囲を下回るか、または

                                                        
30 学習の理論と経験則の概要は、たとえば 10.5 節で示される。複数の技術の章でも、学習効果の技術特有の評価に関す
る情報を示している。 
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パフォーマンスのパラメータがこの公表範囲を大幅に上回ったかしない限り、若干不透明である。海洋エネルギー

の均等化発電原価推定にあたり、最大の不確実性は設備利用率及び運転保守コストの長期的推定にあり、決定には

運用データが必要になる。経済的に競合可能な均等化発電コストの推定値を達成するには、波力発電装置の場合、

成熟した技術に見合った設備利用率 40%前後、優れた場合は（95%前後）、及び高い効率性を想定しなければなら

ない（Previsic, 2004; Buckley, 2005）。 
 
学習曲線は、均等化発電原価を引き下げる重要なコスト駆動要因になり得るが、推定に使用する産業経験が乏しい

ことから、不確実性の度合いは高い。導入が複数になれば、生産効率の自然な伸び、同化経験、規模の経済性、及

び研究開発のイノベーションによる学習から、コストは削減可能だろう。1980 年代前半から 2008 年にかけての 30
年のスパンにおける風力発電プラントの学習率は、研究開発の要因を含まない場合、11%と推定されている（Wiser 
and Bolinger, 2009）。一次推定値として、海洋エネルギー産業（潮汐発電除く、既に比較的成熟しているため）は、

同じ 11%の学習曲線を追随可能だろう31。Callaghan（2006）による投資コストの中央値に始まり、こうした学習曲

線は、2010年の容量レベルからほぼ 9回の容量倍増に対応し、ほぼ 3回の投資コスト削減を暗示している（図 6.13）。 
 

 
 
図 6.13: 波力発電装置及び潮流発電装置の投資コストの潜在的減少。現在のコスト推定（Callaghan, 2006）及び、

累積設備容量が倍増するごとに 11%のコスト削減（Wiser and Bolinger, 2009）に基づく。 
 
注: 初回の導入は、双方の代表型で 5MW を想定している。 

 
このシナリオに基づく波力発電技術及び潮流発電技術の投資コストは、2020 年までに世界規模で 2～5GW 普及す

ると想定した場合、2,600US ドル（2005 年）/kW から 5,400US ドル（2005 年）/kW（平均: 4,000US ドル（2005 年）

/kW）に低下する。この普及レベルは、イギリス、アメリカ、カナダ、及び他の海洋技術諸国における持続的な政

策に大きく依存することを記す。 
 
図 6.14 は、2020 年における波力発電及び潮流発電の均等化発電原価の予想を示す。これは、設備利用率及び投資

コストの関数として表示され、Annex II に概要を示した方法を、均等化発電原価の値の計算で以前に使用したその

他の推定とともに使用する。 
 

                                                        
31 11%の学習率は、風力発電市場の分析に基づき、海洋エネルギーの将来のコストポテンシャルを予備的に予想する際
に使用されるだけである。実際の学習率は今も不明である。コスト削減の駆動要因としての学習に関する理論的経験論
的文献は、10.5.2 節に示されている。 
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2020 年までの世界規模の普及全体の予想範囲（2～5GW）
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図 6.14: 2020 年の波力及び海流発電の投資コスト推定値に関し、設備利用率が均等化発電原価に与える影響。EPRI
の構想設計を示すデータポイントは、Pelamis の 500kW の機器を 38%の設備利用率で使用し、Previsic（2004）
に基づく。 
 
図 6.14 は、設備利用率が均等化発電原価に与える可能性のある影響を示すが、図示の目的のみである。これらの

結果は単一の参照（Callaghan, 2006）だけで、普及率 2～5GW を想定した 2020 年の可能性のあるコストの推定に適

用された以前の学習曲線分析に基づく。これらの 3 つの曲線は、高（5,600US ドル（2005 年）/kW）、中（4,000US
ドル（2005 年）/kW）、低（2,600US ドル（2005 年）/kW）の 2020 年の推定投資コスト曲線に対応する。 
 
図 6.14 はさらに、波力発電装置及び海流発電装置が、上記の投資コスト水準（2,600～5,600US ドル（2005 年）/kW）

と設備利用率 30～40%の範囲で運用されるように開発可能であれば、その他の再生可能技術の一部と比較可能な率

で潜在的に発電可能であることを示している。こうした設備利用率を達成するには、装置が信頼出来るものでなけ

ればならず、質の高い波資源または潮流資源のある場所に設置されなければならない。必要な投資コストレベルの

実現にはコスト削減が必要になるだろうし、この削減は製造の経済性、新規の技術設計、他の産業からの知識と経

験の移転、運用と経験による設計の修正から潜在的に可能になるだろう。 
 
海流発電技術の場合、明確なコスト研究で公知に利用可能なものはまったくないが、外洋海流発電技術のコスト及

び経済性は、潮流発電技術と類似の属性があるだろう。 
 

6.7.3 潮汐発電 
 
潮汐発電は、本報告書で検討した海洋エネルギー技術のなかで最も成熟した技術と考えられる。これは継続的なプ

ラント運用の例が多数あるが、利用出来るコストデータがほとんど無い。潮汐発電プロジェクトは通常、非常に多

額の資本投資が必要であり、建設期間も比較的長い。海洋環境における土木建設は、厳しい海洋条件から保護する

追加インフラも伴い、複雑で割高になる。その結果、潮汐発電技術関連の投資コストは、他のエネルギー源と比べ

て高い。革新的な技術は、沿岸での大規模な土木要素の建設や現場への浮遊設置などがあるが、リスク及びコスト

の大幅な削減が可能になると予測される。現在のところ、潮汐発電プロジェクトの規模は、他の海洋エネルギーに

比べ大きい。規模が発電の単位コストを低下させるためである。 
 
潮汐発電のコストは 4,500～5,000US ドル（2005 年）/kW、運転保守コストは約 100US ドル（2005 年）/kW/年と推

定された（ETSAP, 2010b）。潮汐発電エネルギープロジェクトの設計寿命は 20 年を超えると予測され、水力発電

施設と比較可能である。経済的寿命は 40～100 年超に達する可能性がある。 
 

6.7.4 海洋温度差発電 
 
海洋温度差技術については、長期的で持続的な実地経験がまったくないことから、現在のコスト及び将来の傾向を

予測するのは難しい。個別プロジェクトの投資コストが高いため、技術開発もゆるやかである。公表されたコスト

推定値は表 6.4 に示されている。これらのコスト推定値は、現在まで文書で立証された事柄に関して、いくつかの

洞察を提示するために示されている。これらは、海洋温度差技術はかなり成熟したとは示唆していない。提示され

た数値は、US ドル（2005 年）には換算されていないため、様々な年のドルで表示され、様々な技術及び場所を対

象にする。また、その多くは、かなり不確かな推定である。 
 
海洋温度差発電で利用可能な最新のコストは Lockheed-Martin 社によるもので、10MW のパイロットプラントの投

資コストを 32,500US ドル（2005 年）/kW と推定している。これは、100MW の商用プラントの推定値である 10,000US
ドル/kW まで低下している（Cooper et al., 2009）。 

波力発電機の設備容量推定範囲 

波力 2,600US ドル（2005 年）/kW （2050 年推定値（低））

波力 4,000US ドル（2005 年）/kW （2050 年推定値（中））

波力 5,400US ドル（2005 年）/kW （2050 年推定値（高））
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近年、新たな材料及びその他の分野の建設技術の進歩で、海洋温度差技術の経済的実現可能性及び技術的実現可能

性は改善するだろう。 
 
表 6.4: 海洋温度差発電のパイロットプロジェクト及びコンセプトに関する公表された投資コスト及び均等化発電

原価 
 
コストデータの

出典 
投資コスト（US ドル

/kW） 
均等化発電原価

（US セント/kWh）
注 

Vega（2002） 12,300 22 100MW 密閉クローズドサイクル、400km 沖

SERI（1989） 12,200 - 
オアフのカヘ・ポイントで計画された 40MW
のプラント 

Cohen（2009） 8,000-10,000 16-20 100MW の初期の商用プラント 
Francis（1985） 5,000-11,000 -  

Lennard（2004） 9,400 18 [11] 
10MW クローズドサイクル。括弧内の均等

化発電原価は、飲料水生産にも適用 
SERI（1989） 7,200 - 洋上、オープンサイクル 
Vega（2002） 6,000 10 100MW クローズドサイクル、100km 沖 
Vega（2002） 4,200 7 100MW クローズドサイクル、10km 沖 

Plocek et al. 
(2009) 

8,000 15 
プエルトリコ沖 75MW の商用浮体式プラン

トの推定値 
 
注: 表に掲載した均等化発電原価は、公表された文献から引用した。基礎となる推定は常に明白なわけではない。投資コストも均等化

発電原価も、US ドル（2005 年）には換算していない。 

 

6.7.5 塩分濃度差発電 
 
塩分濃度差発電技術は未成熟で、現在のコストは利用不可能である。Statkraft は、現在の水力発電の知識、一般的

な脱塩（逆電気透析）工学、及び特殊な膜技術に基づき、塩分濃度差発電の将来の均等化発電原価は、他のより成

熟した再生可能技術（風力など）と同一範囲に下がるだろうと推定した。しかしながら、競争力のあるコストを達

成するには、信頼でき、大規模で低コストの膜の開発に依存する。Statkraft は、投資コストは他の再生可能エネル

ギー技術よりかなり高くなるが、設備利用率は非常に高く、年間で 8,000 時間の運用になり得ると推定している

（Scråmestø. et al., 2009）。 
 

6.8 普及のポテンシャル32 
 
海洋エネルギーは、長期的な炭素排出量削減のポテンシャルを秘めているが、開発が初期段階であるため 2020 年

までに短期的に大きな貢献をする可能性は低い。2009 年には、追加の海洋の設備容量は世界で 10MW 以下であり

（Renewable UK, 2010）、累積の設備容量は現在、約 300MW（REN21, 2010）である。 
 

6.8.1 海洋エネルギーを対象とした普及シナリオ 
 
2008 年くらいまで、海洋エネルギーは主要な世界エネルギー・シナリオ・モデル化活動において全く検討されて

こなかったため、将来の世界エネルギー供給及び気候変動緩和に対するその潜在的な影響はまだ調査が始まったば

かりである。そのため、潜在的な成果が多様になることもあって、発表された海洋エネルギーに関するシナリオ文

献の結果は少なく、まだ導入レベルである。 
 
具体的には、海洋エネルギーの普及のシナリオは、ここでは 3 つの主要な出典でしか検討されていない。それは、

Energy [R]evolution（以下 E [R]）2010、IEA の World Energy Outlook（以下 WEO）2009、及び Energy Technology 
Perspectives（以下 ETP）2010 である。E [R] 及び ETP では複数のシナリオが検討されているが、WEO では単一の

参照シナリオが情報提供されている。E [R] 参照シナリオは WEO2009 参照に基づいているため、2030 年までの普

及レベルは非常に近いことに留意を要する（Teske et al., 2010）。検討されたシナリオの主な特徴は、海洋エネルギ

ーの普及レベルなどがあるが、表 6.5 にまとめられている。 
 

                                                        
32 エネルギーシステムの多数のモデルシナリオの包括的評価に基づく潜在的な普及の包括的な見方は、第 10章及び 10.2
と 10.3 節に提示されている。 
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表 6.5: 海洋エネルギーを含む主要な発表された研究の中長期的シナリオの主な特徴 
 
  普及 TWh/年（PJ/年） GW  

シナリオ 出典 2010 2020 2030 2050 2050 注 
E [R]（参考） (Teske et al., 

2010) 該当なし 
3  

（10.8）
11  

（36.6） 
25  

（90） 
該当なし 

政策変更なし 

E [R] (Teske et al., 
2010) 該当なし 

53  
（191） 

128  
（461） 

678  
（2,440）

303 
50%の炭素削減を想

定 
E [R]（高度） (Teske et al., 

2010) 該当なし 
119  

（428） 
420  

（1,512）
1,943  

（6,994）
748 

80%の炭素削減を想

定 
世界エネル

ギ ー 展 望
2009 

(IEA, 2009) 
該当なし 

3  
（10.8）

13  
（46.8） 

該当なし 該当なし 
E [R]のケースの基礎

ETP BLUE 
map 2050 

(IEA, 2010) 
該当なし 該当なし 該当なし

133  
（479） 

該当なし 
電力部門は実質的に

脱炭素化される 
ETPBLUE 
map no CCS 
2050 

(IEA, 2010) 

該当なし 該当なし 該当なし
274  

（986） 
該当なし 

BLUE Map Variant: 
二酸化炭素回収・貯留

が不可能であると判

明している。 
ETPBLUE 
map hi NUC 
2050 

(IEA, 2010) 

該当なし 該当なし 該当なし
99  

（356） 
該当なし 

BLUE Map Variant: 
原 子 力 の 割 合 が

2,000GW まで増加す

る。 
ETP BLUE 
map hi REN 
2050 

(IEA, 2010) 

該当なし 該当なし 該当なし
552  

（1,987）
該当なし 

BLUE Map Variant: 
再生可能エネルギー

の割合が 75%に増加

する。 
ETP BLUE 
map 3% 

(IEA, 2010) 
該当なし 該当なし 該当なし

401  
（1444）

該当なし 
BLUE Map Variant: 
発電プロジェクトの

割引率を 3%に設定 
 
これらの各シナリオにおける海洋エネルギーの扱いは、分析が非常に予備的な状態である点を反映している。大半

の場合、入力は完全に確認されておらず、複数の海洋エネルギー資源技術の多様な特性を表していないだろう。大

半のシナリオでは、すべての海洋エネルギー技術はひとくくりとして示されている。この方法は便宜上のものであ

り、関連する非集計のデータ（世界規模の詳細な資源評価など）が限定的である（より詳細な議論については 10.2.4
節参照）。海洋エネルギー技術の多くは今も初期の開発段階であり、現在と将来の投資コスト、運転保守コスト、

及び設備利用率、または技術的ポテンシャルさえも完全に推定が確立されていない。将来のシナリオ研究において

類似型の技術を集めないことにより、海洋エネルギーの可能性のある役割にさらに洞察力が必要とされるだろうが、

これにより、海洋エネルギー技術ではまだ存在しないデータの忠実性のレベルが必要になる。 
 
既存のシナリオは、制限があるにもかかわらず、より高度な分析構築のための、海洋エネルギー技術普及の可能性

の一次解析と言える。具体的には、シナリオは、IEA WEO 2009 の保守的なベースラインの例から最も意欲的な

Advanced E[R] シナリオまで、海洋エネルギーの展開の可能性を幅広く示す。Advanced E[R] は 2050 年までに 80%
の二酸化炭素排出削減を想定している。 
 

6.8.2 短期的な予想 
 
短期的な海洋エネルギー普及の大半は、海洋エネルギー推進を目的とした政府支援の研究プログラム及び政策イン

センティブが実施されている国々で、政策により牽引される可能性が高い（IEA, 2009）。これらの場合、海洋エネ

ルギー普及の短期的な予想は、海洋エネルギーに対して設定された国独自の普及目標に関連するだろう。一部の国

では事実、達成する拘束力のない普及目標及び時間枠が提案され、そのなかに海洋エネルギーの容量が盛り込まれ

ている。イギリス政府は、2020 年までの目標を 2GW としている（Mueller and Jeffrey, 2008）。カナダ、アメリカ、

ポルトガル、及びアイルランドは、同様の時間枠で普及目標を設定するため協力している。しかしながら、かなり

の海洋資源を持つ国々の大半は、その資源ポテンシャルをまだ定量化しておらず、国の普及目標も設定していない。

また、海洋エネルギーの目標を設定した国々でも、あまり目標を義務化していない。 
 
短期的な普及の駆動要因にもかかわらず、本章で検討され表 6.5 にまとめたシナリオ間では一般に、海洋エネルギ

ーの短期的な予想として、短期的には炭素緩和に大幅な貢献はしないとしている。表 6.5 のシナリオによると、海

洋エネルギーの短期的（2020 年）普及は 3～119TWh/年（10.8～428PJ/年）であり、Advanced E[R] シナリオが最も
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高い見込みを示す。このような幅広い範囲は、シナリオの想定に高い不確実性があること、分析の異なる枠組みを

反映している。ここでの参照例は、新規政策の発効のない通常のビジネスの例を目的としており、意欲的なAdvanced 
E[R] シナリオは炭素排出の劇的な削減を模索している。 
 

6.8.3 二酸化炭素抑制からみた長期的普及 
 
海洋エネルギー供給が気候変動緩和に果たす貢献のポテンシャルは、長期的にはより大幅なレベルに上昇すると予

測される。2050 年までに、表 6.5 に示した普及シナリオの範囲は、Reference E[R] のわずか 25TWh/年（90PJ/年）

から Advanced E[R] の 1,943TWh/年（6,994PJ/年）である。海洋エネルギー技術は現在、開発の初期段階であるこ

とから、現在の普及は非常に限定的である。大幅な普及は 2030 年以降まで予想されていないが、商用導入は 2050
年のモデリング展望を超えて継続すると思われる。 
 
長期的にこれらの高い普及レベルを達成するには、海洋エネルギーの成長に対して様々な課題が浮上する可能性が

あり、これらは議論の価値がある。 
 
資源ポテンシャル: 海洋エネルギーの資源ポテンシャル評価は、予備的段階である。それでもなお、上記に示した

長期的（2050 年）海洋エネルギー供給の最も高い推定値（7EJ/年）でさえ、海洋エネルギー資源の理論的、技術的

ポテンシャル内に収斂することから、少なくとも世界規模で、技術ポテンシャルは海洋エネルギー普及の限定的要

因にはならない可能性が高いことが分かる。以前に示したように、海洋温度差発電は、使用可能な海洋エネルギー

の選択肢のなかで最も高い技術ポテンシャルを持つだろうが、海洋温度差発電を除いた場合であっても、海洋エネ

ルギーの技術ポテンシャルは 7EJ/年を超えることがわかっている。さらに、利用可能な文献は限られているが、気

候変動が海洋エネルギーの技術的ポテンシャルに与える影響は中程度と予測される。それにもかかわらず、資源供

給には、一定の地域的な限定の可能性がある。たとえば、波エネルギーの場所は世界規模ですべて沿岸付近に分布

しているが、季節的な変動も低く、十分な波エネルギーがあり、中緯度（30～60°）の場所の利用可能性がある。

そこは需要の中心地と近く、高い洞察力シナリオまたは競合使用を伴う人口集中地域の一部では障壁になるだろう。

同様に、場所の利用可能性が限定的であれば、潮汐発電プラント、潮流発電エネルギー、及び一定の地域にまたが

る海流発電エネルギーの幅広い普及が妨げられるだろう。海洋温度差発電及び塩分濃度差発電の機会も世界規模で

均等に分散していない。 
 
地域の普及: 表 6.5 で検討したよりさらに意欲的レベルでの普及が実行可能かは、海洋エネルギーの資源ポテンシ

ャルのある場所が部分的に海洋エネルギーのサービスを要求する地域と相関しているかに左右される。波力発電技

術及び潮流発電技術は、北大西洋及び北太平洋、オーストラレーシアの沿岸諸国で開発中である。これらの国々で

は、政府支援のプログラムが、初期段階のプロジェクトを推進する積極的な政策インセンティブとともに、研究開

発及び普及を支えている。海洋温度差発電は、熱帯の島々及び州の沿岸沖合で開発される可能性が高い。潮流発電、

海流発電、及び塩分濃度差発電のプロジェクトは、資源の質が高い特定の地域に限定される可能性が最も高い。こ

れらの場所は、技術の効率性の成熟に伴い、より多数で広範になる可能性が高い。全体的に、技術的ポテンシャル

は海洋エネルギー普及にとって一次的な世界規模の障壁にならないと予想されるものの、資源の特性は、将来の地

域のコミュニティーが地域の資源状況に適した複数の使用可能な海洋技術のなかから選択する必要がある。 
 
サプライチェーンの課題: 波力、潮流、及びその他の一部の海洋エネルギー技術では、コストに有効な十分な規模

の洗練された運転保守インフラが必要である。取り付けや取り外しの方法が様々なため、様々な技術で多様な支援

船舶が必要になる。一部の海洋エネルギー技術で普及が本格化するまでは、十分なインフラがないことが産業の成

長にとって大きな障壁になりかねない。一部の便益は洋上風力発電の開発で実現し、海洋エネルギーの大幅な普及

に先立ち（普及用の船舶、係留、及び送電ケーブルの敷設という点で）このインフラの要件に貢献するだろう。 
 
技術及び経済性: すべての海洋エネルギー技術は、潮汐発電を除き、構想段階、研究開発中、または商用前の試作

品実証段階にある。海洋エネルギー技術の技術的性能は、経験の取得が進み、新たな技術が品質の低い資源にアク

セス可能になるにつれ、時の経過とともに着実に向上すると予想される。技術向上により、資本コストの低下、効

率性向上、運転保守の必要性低下、及び設備利用率の上昇が可能になるため、より遠距離の場所へのアクセスが実

現し、より質の低い資源を利用する方法も改善されてくる。これらの技術向上と同時に、海洋エネルギー技術の均

等化発電原価も低下するはずである。技術的進歩による十分な関連コストの削減で幅広い海洋エネルギー普及が可

能になるかは、意欲的な長期の普及目標達成における海洋エネルギーの将来の役割を評価するうえで、最も重大な

不確実性である。 
 
統合及び送電: 海洋エネルギーを広いエネルギーネットワークに統合するには、様々な資源に起因する幅広い発電

特性を認識する必要がある。資源の利用可能性に見られるこれらのパターンからは、洋上送電ネットワークの必要

性及び価値を含め、海洋エネルギーを大規模に電力ネットワークに統合する際の示唆（第 8 章参照）、送電容量の

要件と活用への示唆も得られる。普及が高いレベルになった際に一部の海洋エネルギー源の変動性を効率よく管理

するには、風力発電技術及び太陽光発電技術で検討されている同様の技術的、制度的な解決策が必要になるだろう。
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具体的には、容量の予測、システム全体の柔軟性向上、連系の標準、需要の柔軟性、及び大量のエネルギー貯蔵な

どが挙げられる。他方、その他の海洋エネルギー技術は、ベースロードまたはさらに部分的に送電可能な熱発電機

と似たような特性を持つことから、運用の統合に関する懸念はないが、新たな送電インフラは依然として必要だろ

う。 
 
社会的影響及び環境的影響: 海洋エネルギー技術の社会的影響及び環境的影響は、実際の導入の増加に伴い、評価

が行なわれている。リスク分析及び緩和は、環境影響評価を使用し、初期の普及には必要不可欠な要素である。競

合使用は、一部の質の高い場所の使用可能性を排除するだろう。また、環境や生態系に対する懸念も、普及場所に

影響を与える可能性が高い。魅力的な沿岸コミュニティーには均衡したアプローチが必要になると同時に、既存の

沿岸の使用及び海洋生態系に対しては、公平で責任ある関係を維持しなければならない。海洋エネルギーの一部の

形態は環境に対する高い可逆性を有するため、将来の開発には魅力的だろうが、海洋エネルギー普及の初期段階で

は、社会的懸念及び環境的懸念が最終的に開発をどの程度制約するかは不確かである。 
 

6.8.4 普及に関する結論 
 
海洋エネルギー普及の選択肢を記述したシナリオの初期の発表は、将来のエネルギー供給及び気候変動

緩和における海洋エネルギーの貢献の可能性を示すことを目的とした、中長期的シナリオにおける海洋

エネルギーの潜在的役割を検討する初めての試みである。限られた既存のシナリオが示すように、海洋

エネルギーは、温室効果ガス排出を相殺して長期的な気候変動の緩和を助け、普及予測によると 2050
年までに最大 1,943TWh/年（～7EJ/年）のエネルギー供給を実現するポテンシャルを持っている。他の

開発されたシナリオでは、海洋エネルギーから 25TWh/年（0.9EJ/年）の普及しか想定していないものも

ある。結果にばらつきが大きいのは、気候変動緩和がエネルギー部門の変革をどの程度促すかという不

確かさによるものであるが、海洋エネルギーの場合は、様々な海洋エネルギー技術が有効なコストで商

業的に利用可能になる時期と、その可能性についての特有の不確かさも原因となっている。気候変動緩

和における海洋エネルギーの潜在的な役割をより良く理解するには、継続的な技術の進歩が必要となる

だけでなく、シナリオのモデル化過程において、資源ポテンシャル、現在と将来の投資コスト、運用・

保守コスト、及び予想される設備利用率の良いデータを用いて、様々な代表的な可能性のある海洋エネ

ルギー技術をさらに織り込む必要がある。世界及び地域規模でのデータの利用可能性が広がることは、

シナリオの文献でカバー出来る海洋エネルギーを広げるために重要な要素である（10.2.4 節も参照）。 
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